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[調査研究報告]

海外再生可能エネルギーの大陸間輸送技術の経済性評価

石本祐樹(;;~孟ト試蜘究部

1 .はじめに

わが国のエネルギー需給に対しては，安定

供給，気候変動対応，経済性の 3つの条件が

時代背景ごとに若干の強弱をつけながらも継

続して議論が行われてきた。さらに2011年3

月11日の東日本大震災により生じた停電やそ

の後の計画停電をはじめとしたエネルギー供

給が滞る事態をうけ，エネルギーシステムに

強靭さが新たに求められているといえる。

わが国の限られたエネルギー資源の賦存量

とエネルギー消費量，およびエネルギー源の

多様化を考慮すると，海外からの再生可能エ

ネルギーの導入も選択肢の 1つとして積極的

に推進すべきであると主張したい。再生可能

エネルギーは世界に広く分布している資源で

あるが，利用可能なエネルギー密度には分布

があり，このエネルギー密度は，エネルギ一

転換時の経済性と密接に関係する。日本囲内

でも日照条件や風況がよい地域は存在するが，
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海外にはさらに条件のよい再生可能エネルギ

ー供給地となりうる国・地域が存在する。

筆者らは，海外の賦存量が多くかっ安価に

利用可能な再生可能エネルギー由来の電力を

わが国へ輸送するエネルギーキャリアとして，

電力，化学媒体(液体水素， トルエン/メチル

シクロヘキサン系有機ハイドライド)を選定

し，選定したエネルギーキャリア毎に再生可

能エネルギー由来の電力をわが国に導入する

ためのエネルギーシステムを概念設計し，経

済性評価を実施した(1)。今回は，日本におけ

る発電コストを構成する各項目のうち，外部

環境等の影響により大きく変動する可能性の

ある項目について感度分析を行ったのでその

結果について報告する。

2.評価範囲および前提条件

経済性評価を行うためのエネルギーシステ

ムの概念設計は，図 1のようなブロックダイ

. 評価範囲:2030隼の大陸間(長距離)儲送

電力:常伝導・直滞

t 化学犠体有機1¥イト・ライト・ (MCH!トJJ..Zン系) J '・........
図1 本評価におけるキャリア毎のフロー概念図
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アグラムで機器構成を表し，物質・エネルギ

ー収支を評価し，必要な設備規模を求めるこ

ととする O 導出された設備規模と物質・エネ

ルギー収支から，日本における発電コスト評

価を行なった。ここでは，エネルギーキャリ

ア(電力，水素，他の化学媒体)毎にエネル

ギー輸送・変換技術を構成する要素技術の候

補となりうる技術を組み合わせ，エネルギー

システムを設計した。

再生可能エネルギーは，電源毎に出力の変

動パターンが異なる。本調査では，再生可能

エネルギーの「輸送」に着目するため，供給

される再生可能エネルギー由来電力は，ある

出力，ある稼働率の発電所で置き換えて考え

ることとする。

本評価にて概念設計するシステムは，囲内

の電力需給に寄与する規模を想定しているた

め，囲内の容量100万kW稼働率90%の設備

(年間の発電電力量約80億kWh)を代替できる

規模を最小単位として設計した。したがって，

入力側に必要な電力量は，出力側の電力量を

それぞれのエネルギーキャリアの総合的なエ

ネルギー効率で割った値として算出される。

また，大規模に再生可能エネルギーを導入す

るには技術開発に加えて，再生可能エネルギ

ー供給地域側との交渉，費用負担のありかた

など，実現には非技術要素の課題も多いため，

本評価の想定する時間断面は， 2030年とする。

3.エネルギーキャリアの選択

以下の理由から，本調査では電力，液体水素，

有機ハイドライド(トルエン/メチルシクロヘ

キサン系)について評価を行うこととする。

(1)電力

再生可能エネルギーは，可視光応答性光触

媒を用いて太陽光エネルギーを直接水素に変

換するケースを除いては，まず電力の形で捕

集されるのが一般的である。したがって，送

配電系統を介して電力需要サイトに送電し，
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利用するのがもっとも合理的である。一方，

電力を海洋経由で長距離輸送することは必ず

しも容易ではない。ここでは，陸上もしくは

海底に敷設された常伝導ケーブルによる高圧

直流送電により，再生可能エネルギー由来電

力を輸送することを想定した。

( 2 )液体水素

送電が難しい場合には，電力を化学エネル

ギーに変換して輸送する方法を採用すること

になる O 需要サイトでは化学エネルギーから

電力を再生・利用する。化学エネルギーは熱

力学的に安定な条件下では長時間の貯蔵が可

能であることから，貯蔵性に難のある電力を

長距離輸送する場合のエネルギーキャリアと

して最適と見られている。しかし，ガス状水

素は密度が低いため水素をもう一度輸送適し

た形(水素輸送媒体)に変換する必要がある。

その代表例が液体水素である。液体水素はエ

ネルギー輸送媒体として見た場合，もっとも

質量エネルギー密度が大きいことから，水素

エネルギー技術開発の歴史の当初からエネル

ギーキャリアとして注目を集め，多くの研究

開発が行われてきた結果，液体水素容器等要

素技術については多くの知見が蓄積されてい

る(2)。工業プロセス用原料水素等の国内輸送

であれば，すでにローリーによる液体水素輸

送などが商用化されている O しかし海洋経由

の長距離輸送を想定した場合の液体水素の可

能性についてはまだ十分な評価がなされてい

ない。本評価では，他の輸送媒体および送電

線との比較を通して液体水素の可能性を評価

する。

-43一

( 3 )有機ハイドライド(トル工ン/メチルシ

ク口ヘキサン系)

水素輸送媒体としては，液体水素の他にも，

ケミカルハイドライドという慣用名でいくつ

かの化学物質が候補として挙げられ，一定の

評価もなされている (3)。これらの媒体の中で，

エネルギー密度の観点からは，無機ハイドラ



イドの一種であるアンモニアが魅力的である。

アンモニアの場合，水素生産サイトでのアン

モニア合成は成熟技術であるが，需要サイト

における水素再生反応については研究例も知

見も少なく，まだ基礎研究のレベルである。

一方，ケミカルハイドライドは水素生産サ

イトで水素を取り込む化学反応(水素化反応)

と，輸送後の需要地での水素再生反(脱水素

反応)ができるだけ100%に近く可逆的である

ことが望ましい。芳香族化合物の水素化・脱

水素反応は，表に挙げた他の媒体に比べて可

逆性に優れており，また研究開発も活発に行

われているところから，本調査ではケミカル

ハイドライドのモデルとして， トルエン/メ

チルシクロヘキサン系を評価の対象とする O

芳香族を利用する場合，ベンゼン/シクロヘ

キサン系もあり得るが，ベンゼンの融点が

5.5"C，シクロヘキサンの融点が6.50Cであるた

め，場所によってはベンゼン/シクロヘキサン

が固体になってしまうケースも考えられる。

さらにベンゼンは発がん性物質であることも

制約になるであろう O これに対して， トルエ

ンはどの場所でも液体で取り扱えるという利

点がある。

4 .概念設計

( 1 )電力(直流送電技術)

大陸間エネルギー輸送のための送電システ

ムの概念図を図 2に示す。本線は+極，一極

の2本のケーブルで構成され+極一極の差

分の電流を大地で流す双極中性点両端接地方

式を送電システムとした。この場合，ケーブ

ルの許容送電容量が 1回線当たりの送電量

になると考える。

三春町JE換器
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ケーブルの送電容量は 1回線当たり

2，000MWである。 100%の負荷率とすると，年

間の総送電量は175kWh/年 (2000MWX 360 X 

24 = 175kWh/年)となる。

直流海底ケーブルの種類としては，本評価

が2030年を想定していることから，直流CV

ケーブルを想定している。現時点では，直流

送電ケーブルの絶縁体には，紙 油の複合系

である油浸絶縁 (OF)ケーブルや高粘度油含

浸 (MI)ケープルが用いられてきたが，送電

距離や送電容量に制約があるために l万kmを

超える大陸間連系には適用が困難と考えられ

る。一方，交流送電に関してはメンテナンス

の容易な固体絶縁体を用いたCVケーブルが，

低電圧階級から超高電圧階級まで広く適用さ

れており，その信頼性も年々高まっているこ

とから，直流送電分野においてもCVケーブル

の適用が近い将来実現すると考えるからであ

るO また，直流CVケーブルについては，日本

の開発が進んでおり，既に実証試験なども完

了しており，実用化が待たれる状況である。

500kV，導体断面積4，000mm2の直流CVケー

ブルのコストは，ケーブル製造メーカのヒヤ

リングおよびこれまでの海底ケーブルの実績

などを考慮して， 1.5億円/km-l条を仮定した。

また，ケーブル布設コストは，両岸での土木

費 (7.5億円)と，海底への布設費となる O 海

底への布設費は 1航海当たりのコスト(5 

億円/回航)と布設費用 (4，000万円/km) を

設定して，布設のために何回回航するのかが

布設コストとなる O 現在，世界で最大級の海

底ケーブル布設棋は 1万トン級の船であり，

この船へのケーブルの積み込み量としては，

80km程度で、ある。このケーブルを洋上で接続

しながら長距離布設を行っていく。洋上ジョ

海底ケーブル

交?七;;r
戸/

図2 大陸間エネルギー電力輸送の模式図
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イント費は， 3.5億円/1カ所とした。ケーブ

ルの両端に建設する2，000MW級の直交変換所

のコストは， ABB，シーメンス等の文献調査

の結果， 220億円/1式とした。

( 2 )液体水素

①水素製造・精製

ここでは， NEDO燃料電池水素技術開発ロ

ードマップ2008(以下NEDOロードマップ)

(4) において2015~2020年に導入普及，本格段

階となっているアルカリ水電解を採用する。

電力原単位は， 4.3 kWh/Nm3-H2 (StatOil (旧

Norskhydro)の水電解装置のカタログ値)と

し，単機の製造能力を500Nm3/h，稼働率を

90%，コスト1.25億円/台とした。

再生可能エネルギー由来の電力を用いた水

素製造法は，アルカリ水電解，固体高分子形

水電解が挙げられる。アルカリ水電解は既に

大規模に用いられている実績があり，平均的

には水素製造電力原単位は， 4.8~5.3 

kWh/Nm3-H2(わである。固体高分子形水電解で

は，小型(~50Nm3/h)のものが商品化されて

いるが，大型の物は開発中である。 NEDOロ

ードマップにおける現状のコストも現状では

アルカリ水電解の倍以上となっている。ここ

では，同ロードマップにおいて2015~2020年

に導入普及，本格段階となっているアルカリ

水電解を採用する。

一般的に他の水素製造法と比較して水電解

法は水素純度が高いことが特徴であるが，ア

ルカリ水電解装置から精製される水素には若

干のアルカリ分が不純物として含まれる。本

概念設計で扱うアルカリ水電解水素製造プラ

ントには，アルカリ分等不純物を除去し，後

工程の液化プラントに必要な純度を満たす精

製工程も含まれるものとする。

②液化および積地貯蔵

液化機は，実績のあるクロードサイクルを

採用し，積地のタンクを冷却する液体窒素製

造設備も含む。電力原単位は， 0.90kWh/Nm3-
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H2，液化能力を300ν日・基(5) 稼働率を90%，

コストを260億円/基とした。 WE-NETの値と専

門家の意見から，貯蔵量8万m3円筒形のタン

クを利用する。ボイルオフ分は，BOGコンプ

レッサを通じて液化機へ戻し，再液化する。

保冷に必要な液体窒素は，液化機から供給さ

れる。積地の設備規模は，タンカーの平均寄

港期間の1.5倍の容量を貯蔵できる規模とし

た。電力原単位を0.055kWh/Nm3-H2，受入時

蒸発率を 1%，貯蔵中の蒸発率， 0.1%/日，タ

ンク貯蔵量8万m3-LHzI基，コストを424億円/

基とした。

③海上輸送

容量が20万m3-LH2の液体水素タンカーを想

定する。受け入れ時のボイルオフガスは，

BOGコンプレッサを通じて液化機へ戻し，再

液化する。航行中のボイルオフガスは，燃料

として利用し，余剰分は放出する。現在の

LNGの平均巡航速度は約20ノット程度である

が，巡航速度および港湾近傍で減速すること

も考慮して，平均速度は16ノットとした。受

入・払出日数を計2日，受入時気化率を1.3%，

ボイルオフ率を0.4%/日，払い出し気化率を

1.25%，コストを500億円/隻とした。

④揚地貯蔵設備

揚地では， 30日にタンカーの平均寄港期間

の半分を加えた日数分の発電設備で消費され

る水素を貯蔵できる規模とし，貯蔵量8万m3

円筒形のタンクを利用する O 保冷に必要な窒

素は，液体水素の冷熱を利用して空気分離装

置により製造する。また，閉サイクル型水素

タービンにて利用する酸素も併せて供給するO

ボイルオフした水素ガスは，全量発電設備へ

供給する o LH2ポンプ動力の電力原単位を

0.0 17kWh/Nm3-H2，空気分離機の電力原単位

を0.35kWh/Nm3-H2，蒸発率を0.1%/日，タン

ク貯蔵量を 8万m3-LH2/基，コストを493億円/

基とした。



⑤利用機器

水素を燃料とする発電技術として，ここで

は，燃料電池，閉サイクル式純水素酸素燃焼

タービン，開サイクル式天然ガス一水素燃焼

ターピンを検討する。大規模集中発電ができ

る燃料電池は， SOFCコンパインドサイクルお

よびMCFCコンパインドサイクルであるが，

規模は 1万kWまでのガスターピン発電で，

汽力発電に比べて規模が 1桁小さいこと，

SOFCおよびMCFCとも水素以外のメタン等も

燃料として利用可能であり液体水素をガス化

した高純度の水素のみを供給する必然性はな

いことから，今回の検討範囲外とする。

閉サイクル式純水素酸素燃焼ターピンは，

WE-NETで検討され高位発熱量 (HHV)基準

での発電効率が約60%であるなど最新鋭の天

然ガスコンパインドサイクルの発電効率を凌

駕する設計である O 一方で，本方式は，ター

ビン入り口温度が1，700度であり，タービン翼

材料にとって極めて厳しい環境である。本評

価では， 50万kWe級の閉サイクル式純水素酸

素燃焼タービンを利用することとする。なお，

コストは 1基当たり 1，030億円とした。なお，

発電における水素導入の禁明期の技術として，

開サイクル式天然ガス一水素燃焼タービンは，

ガスターピン発電において天然ガスと水素を

@ 

混焼し，既存技術をベースに水素を利用する

ことも想定できる。

図3にそれぞれ水素製造側(上側)，水素利

用側(下側)の物質および電力のフローを示す。

( 3 )有機ハイドライド

ここでは，化学媒体を利用するエネルギー

輸送のうち， トルエン/メチルシクロヘキサン

系の有機ハイドライドを利用した再生可能エ

ネルギーシステムの概念設計について述べる。

100万kWの発電設備を稼働率90%で稼動でき

る水素を供給できるよう，上流側を設定する。

水素製造，水添設備，海水淡水化設備，積地

の貯留設備を港湾にまとめ，脱水素設備，発

電設備を揚地側の港湾にまとめて建設する想

定とした。図4に積地側、図5に揚地側での

物質と電力のフロー図を示す。

①水素添加設備

単機当たりの処理量は， 100万トン/年とす

るO 水素キャリアとしてのトルエンのロスは，

反応の際の副生成物等によるものであるが，

計算の便宜上，プラントで処理した量のある

割合(ここでは0.5%) と仮定する。この0.5%

は，副反応等を考慮したものであるが，収率

が99.8%であることからわかるように，相当

抽選 舗送

船内
働力
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図3 再生可能エネルギーから圏内で電力に変換するまでのエネルギー・物質フロー(液化水素)
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⑥ 
図4 有機ハイドライド積地側物質および電力のフロー図
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図5 有機ハイドライド揚地側物質および電力のフロー図

程度の余裕をもって設定した値である。なお，

収率等は，参考文献 (6)の値を用いた。

原単位は，同一モルで同ーのユーテイリテ

イが必要と仮定し，シクロヘキサンの製造設

備の数値を用い，シクロヘキサンとメチルシ

クロヘキサンの分子量比から推定した。プラ

ントコストは，シクロヘキサン製造設備10万

トン/年のプラントが10億円(7)であることから

スケール則が利用できると仮定し，スケール

ファクタ0.67で70億円/基と見積もった。

②積地貯蔵設備

コーンルーフ型の10万keJ基のタンクを

MCH， トルエンの貯蔵に必要な基数を建設す

るとした。積地側のタンク数は，タンカーの

寄港機関の1.5倍とした。ユーティリティは 1

kWh/t-MCH，コストは，参考文献(8)のi折江省

鎮海基地 (10万kRX52基=520万kR， 建設費38

億元 (490億円))よりタンク l基当たり 10億

円とした。

③輸送設備(タンカー設備)

現在運用されているケミカルタンカーの容

第34巻第2号 (2011)

量は， 1~ 4万トンであるが，エネルギー利用

のための大量輸送を想定して 1隻当たりの

規模をVLCC級原油タンカー (20万kR)の容量

のケミカルタンカーが建造・運用できるとし

た。燃料はC重油を利用する。積地では， トル

エンを払い出し， MCHを受け入れ，揚地では，

その逆とする O 受入・払出日数は，計4日

(トルエン・ MCH各 1日)とした。速度

29.6km/h (16ノット)とした。コストは参考

丈献(9)の4.5万トン， 11万トン， 30万トンタ

ンカーの2007年の新造船価格より推定し， 108 

億円/隻とした。

④揚地貯蔵設備

コーンルーフ型の10万kR/基のタンクを

MCH， トルエンの貯蔵に必要な基数を建設す

るとした。揚地では， 30日にタンカーの平均

寄港期間の半分を加えた日数分の発電設備で

消費される水素を貯蔵できる規模とした。パ

ラメータは，積地貯蔵設備と同様である。

⑤脱水素設備

メチルシクロヘキサンから脱水素する大型
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の設備は現在運用されていないが，水素添加

設備と同規模の処理能力を持つプラントを想

定する O オフガスに含まれる水素は燃焼させ，

脱水素反応に必要な反応熱の一部として供給

し，不足する反応熱は重油を燃焼させて供給

する。コストおよび原単位は，大型の芳香族

の脱水素反応設備は運用されていないため，

イソブタンからイソブチレンを製造するプラ

ントを参考に専門家による推定値を用いた。

反応における転化率等は，参考丈献 (10)の値

を利用した。製造した水素ガスは， TSAで，

99.999%まで精製するO ただし， TSAのコスト

および必要電力等のデータが不明なため，同

規模のPSAの数値で置き換えることとした。

プラント単機当たりの年間処理量は， 100万

ν年・台， TSAの処理能力は， 500万Nm3/日・
基としたO 脱水素プラントは， 145億円/基，

TSAコストは， 35億円/基とした。

5.経済性評価

ここでは，参考文献(4)のコスト評価法に基

づき，次式のように，ある設備の耐用期間に

発生する経費を現在価値換算して足し合わせ

た値を耐用期間の発電量を現在価値換算して

足し合わせた値で割ったものをその設備の

kWh当たりのコストと考える。全ての設備に

ついて同様にkWh当たりのコストを算出し和

をとる。

耐用年平均発電コスト(円/kWh)

ヱヱt[(ln，t+Mn，t)(l+ryl] 
n ヱtEt)(l+ryl 

In，t:設備nのt期における設備関連費用(元利均等原井

の1期分の金額)

Mn，t:設備nのt期における運転関連費用(固定資産税，

事業報酬，保険費用，修繕費，変動費)

r :割引率

t :期(I年単位)

ここで，関連する設備の年経費等は，表 1

に示した。耐周年数は，それぞれの設備を構

成する主要な機器の減価償却年数とし，その

他のパラメータは参考文献(1)，(12)を参考に

した。

図6-aに液体水素による再生可能エネルギー

輸送のコスト内訳を示す。積地，タンカー，揚

地の輸送，貯蔵部門で半分近くのコストを占め

ており，液化機を加えると半分以上が液体水素

[電力]

表1 年経費率(電力，液体水素司有機ハイドライド)
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水素タービン
3.0 

揚地
6.0 

タンカー
3.7 

電力購入

7.0 

水素タービン
3.8 

脱水素
3.3 

水素添加

守? ω タンカー / 補充トルエン 3.3 
1.3 積地 0.3 

(単位:円/kWh) 0.1 (単位 :円/ kWh)

(a)液体水素 (b)有機ハイドライド

図6 日本における発電電力量当たりの再生可能エネルギー輸送コスト内訳

に関連する機器のコストである。低コスト化の

ためには，液体水素関連機器の低コスト化のた

めの技術化発が必須となる。また，このシステ

ムでは，タンカーの燃料を蒸発した水素でまか

なう想定としているため，変動費が再生可能エ

ネルギー由来電力のみとなっており，固定費の

比率の高い構成となっている。

図6・bに有機ハイドライドによる再生可能

エネルギー輸送のコスト内訳を示す。水添，

電解，脱水素のコストが比較的多くの割合を

占めている。また，固定費の割合の大きなシ

ステムであるが，液体水素による輸送に比べ，

変動費の割合が大きくなっている。低コスト

化のためには，水添プラント，脱水素プラン

トの低コスト化が必要で、ある。また， MCHか

ら水素を取り出すための反応熱を供給する脱

50 

4~ 

40 

言E330 5 
.L. 25 
r< 

騨吠円 21 0 5 

10 

5 

。。 5000 10000 

水素燃料を少なくすることで，エネルギー効

率向上，コストおよび、C02排出量低減の効果

カfある。

電力(常電導入化学媒体(液体水素，有機

ハイドライド)をエネルギーキャリアとした

場合の日本における発電コストを評価した。

なお，ここでは，再生可能エネルギーのコス

トを 2円!kWhとして評価している。図 7に3

つのキャリアの発電コストの距離依存性を示

す。この図からわかるように， 4，OOOkmより短

い距離では，電力の方が有利であり， 4，OOOkm 

を超えると化学媒体が有利になる。また，化

学媒体聞の比較では，距離が増えると，有機

ハイドライドが有利になる。これは，液体水

素の方が，距離の増加とともに増えるタンカ

ーおよび貯槽の価格が高いことが原因である。

15000 

一+ー電力(常電導)

『・一;夜体水素

ム 有後ハイドライド

20000 25000 

注)再生可能エネルギー発電コストも含む 距離(km)

図7 発電コストの距離依存性
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図8 CIFコストの距離依存性

図8に3つのキャリアの水素CIFコストの比

較を示す。短距離では差は小さいが，距離が

増えるにつれて，蒸発する液体水素が増加す

るため，液体水素の傾きのほうが大きくなっ

ている。

図9に液体水素による再生可能エネルギー輸

送コストの感度分析を示す。ここで，タンク容

量については 12/3乗則Jが成り立つと仮定

し，容量がWE-NETの概念設計と同等の 5万

m3/基の場合と， LNGタンクと同等の15万m3/基

の場合を評価した。揚地の貯蔵規模は， 30日に

タンカーの平均寄港間隔の半分を加えた日数と

している。感度分析では， 30日の場合を下限と

し， 30日にタンカーの平均寄港間隔を加えた日

数の場合を上限とした。再生可能エネルギーの

コスト(2円/k:Wh) は，現状の技術と比較す

ると相当に安価な設定であるため， 30%電力コ

ストが上昇した場合を想定した。また，タンカ

ー容量は，想定した容積の半分の10万m3/基の

24 26 28 

タンカーを運用する場合を想定した。ふれ幅の

大きい順にそれぞれタンカー容量， タンク容量，

揚地における貯蔵日数，再生可能エネルギー由

来電力コストの順となった。タンカー容量を小

さくした場合に日本における電力コストが低下

するのは，隻数が増加することにより平均寄港

間隔が短くなり，積地，揚地ともにタンクの必

要数が減少し，その分のコストが低下 (10.4→

7.5円/k:Wh)するためである。

図10に有機ハイドライドによる再生可能エネ

ルギー輸送コストの感度分析を示す。原油価格

は，金融危機後の最安値を下限に，直近の値を

上限とした。水添化・脱水素プラントおよび触

媒の価格は市況や材料費に影響を受けるた

め，士50%とした。タンカーのコストは直近3

年の高値と安値を利用したが，価格そのものが

大きく変化していないため，電力コストに与え

る影響は大きくない。電力購入と揚地の貯蔵日

数は液体水素の場合と同じである。原油価格，

電力コスト{円/kWh)

30 32 34 

2円/kWh 3.3円VKWh

液氷11ンヲ容量
間耐 IJm3

液化機コスト 3~B 5仇/日

液水;ンカー容量 10万rrN隻

錨地貯蔵回数 30日 田 30日均時間柄

液化原単位 | 0.6kWh/Nm' 

図9 液体水素による再生可能工ネルギー輸送コストの感度分析
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電力コスト(門IkWh)

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 
37ドル/パレル・金融 100ドル/パレJレ
危機後段正範 間近
(，帥/刷用2)

-50% +50Qも

2内IkWh
3.3円IkWh

-50%. 圃+50

30日 130日+平均寄港間隔

安値(ー12則l高値(+3首)

原油価格

水素・脱水素プラントコスト

電力購入

触媒コスト

揚地貯蔵回数

ヲンカ一価格

図10 有機ハイドライドによる再生可能エネルギー輸送コストの感度分析
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他人から買う電力(高対法)

L→ 
--HVDC.LH2 

ム 他人から買う電力〔温対法)

ー.-.一言i.ハゴドライド
電力、液体水素

ー間一-
1.5009 WE 

水素・ 1見水素製造プラント製造コスト，電力購

入費の順番で影響が大きいことが分かつた。ま

た，触媒コストや船の価格の影響は，原油価格

の変動に比べると小さいという結果を得た。

6. C02排出量

( 1 ) C02排出原単位

ここでは，再生可能エネルギー由来エネルギ

ーシステムシステムを用いることによるランニ

ングのC02排出削減量を評価する。「地球温暖

化対策の推進に関する法律J(温対法)では，

他人から供給された電力のCO2排出原単位を

O.∞0555 t -COzlkWhとしている(ただし，この
値より小さい事業者で，省令で定められている

ものを除く)。本調査では，リファレンスとし

て，この値を用いて評価する。また，重油の

C02排出量は，温対法に定められている重油の

C02排出量および発熱量から2.98t-C02/Mと算

定した。また，水添・脱水素反応に伴う副生成

0.00065 
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物として失われるトルエンは焼却処分されると

い補充されるトルエンのC02排出量を計上し

た。ただし， トルエンは，温対法に排出原単位

が定められていないため， トルエンに含まれる

炭素原子の数からC02排出量を算定した。

( 2 )各キャリアのC02排出量

再生可能エネルギー由来のエネルギーシス

テムにおいても運用に必要なユーテイリテイ

類の廃棄物の焼却時にC02を排出するものも

あると考えられる。しかし，燃料油に比べる

と無視できるほど小さいと仮定し，本調査で

は，電力，液体水素については，運転に起因

するCO2排出量はないものとする。

有機ハイドライドは，燃料油および脱水素

プラントの反応熱供給に重油を使うと仮定し

ており，その燃焼時にC02を排出する。図11

に各キャリアのC02排出原単位の距離依存性

を示す。最大でも0.28kg/kWh(2万回の場合)

であり，温対法の「他人から供給される電気

。。

図11 C02排出原単位の感度分析

距離(km)
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表2 評価に用いたエネルギーシステムのための技術課題

( ， )電力
常電導送電技術

. 5，000m級の大深度に敷設可能なケーブルの開発

. 5，000m級の大深度へのケープルの敷設技術

. 1回航当たりのケーブル敷設長の増加(敷設工期の短縮化)

・交直変換機，ケーブルの低コスト化，大深度対応ケーブル

(2 )化学媒体の共通技術

-水電解装置のシステム原単位の向上

・再生可能エネルギー由来電力と水電解装置のインターフェ

ース技術

-水素大量需要技術:例水素ターピンの開発(高効率酸素

分離技術，クローズド化技術，耐熱翼材料・ターピン・コ

ンプレッサ，高温熱交換器，純水素酸素燃焼器)

-導入期における天然ガスー水素混焼技術の開発

の使用」の0.555kg-CO:zfkWhの半分程度のC02

排出量となる。この場合は，タンカー燃料と

脱水素反応用の重油がそれぞれ半分程度を占

め，ロスしたトルエンをC02換算したものは

全体の 5%程度と寄与は大きくない。また，

タンカーの燃料油に起因する重油の消費量は

距離に比例するため，短距離ではC02排出も

少なく抑えられる O さらに，プラントの熱効

率向上や発電所からの廃熱利用，タンカーの

燃費向上や燃料転換によってC02排出量は低

減できるため，システム全体のC02排出原単

位削減のポテンシャルは大きい。

本評価において用いたエネルギーシステム

のための技術課題を表2にまとめた。

7 .まとめ

海外の再生可能エネルギー由来の電力を液体

水素をキャリアとして輸送し，わが国で電力と

して利用する場合の経済性評価を行った。 1万

7，000km離れた地域から輸送した場合の日本に

おける発電コストの感度分析の結果，ふれ幅の

大きい順にそれぞれタンカー容量，タンク容量，

揚地における貯蔵日数，再生可能エネルギー由

来電力コストの順となった。今回評価したシス

テムによるわが国における発電コストは，既存

システムに比べて，直ちに競合できる段階には

( 3 )液体水素

・300t /日規模の高効率大型液化機の開発(大型機の作成，

液化原単位の向上)

・大型液体水素タンク(8万m3規模)の開発，断熱技術の

低コスト化

-現状のLNGタンカー級の液体水素タンカーの開発

.液体水素の冷熱を利用する港湾システム

( 4 )有機ハイドライド

-長寿命高性能の脱水素触媒の開発

.大型の脱水素プラントの開発

-高回収率の水素化脱水素システム

-省エネ大型ケミカルタンカーの開発

・排熱利用技術(水添反応の排熱，水素タービン排熱の有効

利用)

ないが， 2030年に向けて， C02排出抑制施策等

の本格化が図られれば，本システムの重要性は

さらに高まると考えられる。
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9月)
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( 7 )化学工業日報2004年7月23日

( 8) JOGMEC， I石油・天然ガスレビューj，2005年3月

(9) UN， Revi巴W of Marine Transport 2008 

( 10) 岡田他，水素エネルギーシステム， Vo1.33 (2009) 

8-12. 

(11) NEA/IEA/OECD，“Projected Costs of Generating 

E1ectricity" ，2005 (12) 渡部，他，国内外風力発電に

おける電力供給パスのコスト比較，エネルギー・資源，

2009年5月

-52一 季報エネルギー総合工学



窃包鎖讃お節窃æ溜鵜由佳胞館窃æ溜麹窃笹賠館街鎖讃お0000註溜包囲鎖讃お節~鎖讃茜窃0000

[調査研究報告]

平成22年度 エネルギー技術に関するアンケート調査

下岡
.ill:: {エネルギー技術情報センタ~ ¥ 
t口 1主管研究員 ! 

園鶴楚蹴窃笹題蛙翻開張提礎醍醐翻臣運搬蹴翻翻臣避蹴鞠毎海張関関楚提関軍海蛙錦繍潟

1 .調査の概要

エネルギー総合工学研究所は，賛助会員企

業および政府の技術関連政策の企画立案なら

びに大学等における研究企画の参考に供する

ことを目的として，平成19年度より産業界お

よび大学等におけるエネルギー技術関連の研

究開発の動向について継続的に「エネルギー

技術に関するアンケート調査」を行い，計4

回調査を実施している。本報では， 2010年に

行った4回目の調査結果を，以前の調査結果

との比較も交えて報告する。

4回目の調査の概要を表1に示す。

2.アンケー卜調査結果

調査により得られた主な結果を下記に示す。

集計は，賛助会員と大学研究者別に行ってお

り，本報告ではこれらを対比して示す。

( 1 )重要と考え，研究開発を行うエネルギー

技術テーマ

①重要と考えるエネルギー技術テーマ

図 1に，現時点および20年後において特に

重要と考えるエネルギー技術テーマを示す。

現時点よりも20年後の時点での回答数が多

くなっているのは賛助会員の「水素エネルギ

表 1 調査の概要

( ， )調査対象:
1 )当研究所の賛助会員企業
2 )エネルギー関係の研究を行っている大学の研究者
( 2 )調査数:
1 )賛助会員 :標本数=73会員，

有効回収数(率)=33会員(45%)
2 )大学研究者:標本数=407人，

有効回収数(率)=81人(20%)
( 3 )調査方法:郵送法
( 4 )調査期間:2010年11月-12月

第l回:2007年9月-11月
第2回:2008年9月-12月
第3回:2009年11月-12月

( 5 )質問構成:今回の調査では前固までの質問に加え，
「印象に残ったニュース」の質問を新たに
加えた。

1) 8種類のエネルギーt支術テーマ(化石エネルギー，
再生可能エネルギー，原子力，水素エネルギー，利

用技術，環境，輸送，省エネ)
の中から，下記の条件で複数選択する質問
a.重要と考えるエネルギー技術テーマ
b.現在研究開発中，および今後取り組もうと考え
ているエネルギー技術テーマ

2 )エネルギー技術テーマ毎に，下記の各項目を聞く質問
a.各エネルギー技術テーマの中で研究開発対象として
いる技術分野

b.その技術テーマについての商業化予定時期
C. その技術テーマについての研究開発する理由
d.その技術テーマについての研究開発上の障害
e.その技術テーマについての公的支援の必要性
3 )重要と考える科学技術および社会科学分野
4)大学等への研究開発支援を行おうとする対象(賛助会
員のみに対する質問)

5 )大学等の卒業生の採用を増やそうとする分野(賛助会
員のみに対する質問)

6 )研究開発投資の動向
7)印象に残ったニュース

尚，有効回収数や有効回収率が低いため，調査結果に誤差
や偏りがある可能性があることに注意が必要で、ある。

*本稿は，平成22年11月-12月に行った調査結呆に基づき，平成23年3月11日の 東日本大震災の前に作成されたものです。
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QO-3 どのエネルギー技術テーマ | 湾全可能エネルギー胴郁岨面市断伽叩輔世間訓 l 再生可能Zネルギー
を現在研究開発中ですか。次の中

からいくつでも選んでOをつけて| ::ロロ| 環喧
ください。

雀エネ
QO-4 どのエネルギー技術テーマ

を今後取り組もうと考えています| 原子力開閉隅剛脚開明朗i幽 | 原子:IJ

か。次の中からいくつでも選んで

0をつけてください。
~I I!!筏街 制筒抜術

化石ヱネルギー 化百エネルギー

水素エネルギ 水器エネルギー

輸送 舗道

その他 その他

図1 現時点と20年後において特に重要と考えるエネルギー技術テーマ (2010年調査)

一」であり，少なくなっているのは大学研究

者の「省エネJIイ七石エネルギー」などである。

現時点で重要と考えるテーマの時系列変化

を図2に示す。賛助会員の「利用技術」が減

QO-l 現時点においてどのエネル
|再生可筒エネルギー

ギー技術テーマを重要と考えてい

ますか。特に重要と考えるテーマ

を次の中からいくつでも選んでO
をつけてください。

理甥

省ヱネ

国平カ

制m医術

化石エネルギー

水素"'*、ルギー

その他

少している他は大きな変化はない。

20年後において重要と考えるテーマの時系

列変化を図3に示す。賛助会員の「輸送jの

回答割合が増えた他は大きな変化はない。

再生可能エネルギー

省エネ

判周槍術

化冨エネルギー

水素エネルギー

その他

100'色

図2 現時点で特に重要と考えるエネルギー技術テーマの時系列変化

QO-2. 20年後の時点においてどの

エネルギー技術テーマが重要にな

っていると考えていますか。特に

重要になっている考えるテーマを

次の中からいくつでも選んでOを

つけてください。

高生可臨ヱネルギー

理8電

省エネ

原子力

利用後衡

化石エネルギー

水素エネルギー

lIi量

その他

再生可能工事ルギー

理綾

省エネ

障子力 l

~I閉館街

化右エネルギー

水素エネルギー

岨送 1，-，・

その他

100% 20 40 岡田 100椅

図3 20年後において特に重要と考えるエネルギ一技術テーマの時系列変化
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②現在研究開発中司および今後取り組もうと

考えているエネルギー技術テーマ

図4に，現在研究開発中のエネルギー技術

テーマと今後取り組もうと考えているエネル

ギー技術テーマを示す。

賛助会員も大学研究者も，現在研究中の技

術テーマと，今後取り組もうと考えている技

術テーマは，ほほ同じであるが，大学研究者

QO-3 どのエネルギー技術テーマ

を現在研究開発中ですか。次の中

からいくつでも選んでOをつけて

ください。

QO-4 どのエネルギー技術テーマ

を今後取り組もうと考えています

か。次の中からいくつでも選んで

Oをつけてください。

再生可能エネルギー

は賛助会員に比べ，概して回答割合が低い。

現在研究開発中のエネルギー技術テーマの

時系列変化を図5に示す。回答結果に大きな

変化はない。

今後取り組もうと考えているエネルギー技

術テーマの時系列変化を図 6に示す。賛助会

員の「再生可能エネルギー」の回答割合が増

えた他は大きな変化はない。

再生可能エネルギ

環境

事エヰ

原子力

串If目彼術

化右エネルギー

水素エネルギ

輸送

その他
園今後

[賛助会員]

環境

省エネ

原子力

串j用伎術

化右エネルギー

水素エネルギ

輸送

その他

図4 現在研究開発中，および今後取り組もうと考えているエネルギ一技術テーマ

QO-3. どのエネルギー技術テーマ

を現在研究開発中ですか。次の中

からいくつでも選んでOをつけて
ください。

20 40 60 80 100% 

省エネ 省"'~.

利開後術

暗健

再生司書Eエネルギー

原子力

水素エネルギー

化石エネルギ

舗道

その他

20 40 60 80 100 % 

制限匝街

軍』尭

書生可鰐エネルギー

原子力

水嚢エネルギー

化石エネルギー

'"量

その他

図5 現在研究しているエネルギー技術テーマの時系列変化

20 40 同 80 100% 

QO-4. どのエネルギー技術テーマ

を今後取り組もうと考えています

か。次の中からいくつでも選んで

Oをつけてください。

省エネ

利用後続

理犠

再生可艇エネルギー

車子力

水素エネルギー

幡送

その他

省エ本

利用眠術

環寝

'寄生可飾エネルギー

凪子カ

ホ罵エネルギー

化石エネルギー

総選

%
 

年

年
-

究

一

回

同

情

一

E
酎

同

一その他

100% 

図6 今後取り組もうと考えているエネルギ一技術テーマの時系列変化
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( 2 )エネルギー技術テーマの評価

①商業化予定時期

図7に，エネルギー技術テーマの商業化予

定時期を示す。

賛助会員は，商業化予定時期を比較的短期

にみているのは「再生可能エネルギーJI輸送J

「省エネjなどであり，比較的長期にみている

のは「水素エネルギー」などである。

大学研究者では，商業化予定時期を比較的

短期にみているのは「再生可能エネルギー」

などであり，比較的長期にみているのは「水

素エネルギ-J I環境jなどである O

Q.上記技術分野の商業化予

定時期をいつ頃とお考えです

か。次の中からいく つでも選

んでOをつけてください。技
術によって異なる場合は.( ) 

内に技術名をご記入下さい。

-園調
化石エネルギー

再生可能エネルギー

原子力

水素エネルギー

利用技術

環鏡

輸送

省エネ

~翠E
化石エネルギー

再生可能エネルギー

原子力

水素エネルギー

利用妓術

環境

輸送

省エネ

0% 20% 

賛助会員 と大学研究者の回答を比較すると，

概して大学研究者の方が商業化予定時期を長

期にみている。

②研究開発する理由

図8に，エネルギー技術テーマを研究開発

する理由を示す。

賛助会員 も大学研究者も， I二酸化炭素排出

削減に有効だから」と「需要又は社会的ニー

ズがあるから」が多い。

エネルギー関係研究テーマ別の特徴をみる

と， 下記のようになる。

40百 60覧 80，幅 100首

-商業化済み

田 5年以内
佃 10年以内

園 10年以鴎

ロわから草い

図7 各エネルギ一関係研究テーマの商業化予定時期の割合 (2010年調査)

Q. この技術テーマについて 111'可mI!!1!Iヨ圃

研究開発する理由をお教え下「寸肩王寺川ギー

さい。次の中からい くつでも

選んでOをつけてください。
再生可能エネルギー

原子力

水素エネルギー

利用技術

環境

輸送

省エネ

lIEIii盟彊
化石エネルギー

再生可能エネルギー

原子力

水素エネルギー

利用技術

環境

輸送

省エネ

句、句、V 句、

........ ........ 九

。見 20目 40，品 60% 

~ ， 

............. J 

凸

11111… 
80% 100覧

-二酸化炭素排出削援に有効
回需要又は社会的二一ズあり
固化石資源の有効活用に有効
圃国際的に競争力あり
図日本圏内で競争力あり
固地疎環境・自然環噴保護に有効
回国民の安全・安心の向上に有効
回知的財産権を活用可能
回日本のプレゼンス向上に貢献
・発展途上国の支慢に有効
回その他

図8 各エネルギ一関係研究テーマを研究開発する理由の割合 (2010年調査)
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a)化石エネルギーは「化石エネルギー資源の有
効活用に有効だから」が多い。
b)再生可能エネルギーは「化石エネルギー資源
の有効活用に有効だから」が少なく， I地球
環境・自然環境保護に有効だからjが多い。
c)原子力は「化石エネルギー資源の有効活用に
有効だから」が少なく， I国民の安全・安心
レベルの向上に有効だからjが多い。
d)輸送は「国際的に競争力あり」が多い。

③研究開発上の障害

図9に，エネルギー技術テーマの研究開発

上の障害と考えているものを示す。

賛助会員も大学研究者も，概して「資金」

「人材」の障害が多い。賛助会員の場合，エネ

ルギ}関係研究テーマ別の特徴をみると，下

記以外に大きな差はない。

Q.この技術テーマについて研究111霊彊墨田
開発上の障害を教えて下さい。| 化右エネルギー

次の中からいくつでも選んで01再生可能エネルギー
をつけてください。 | 原子力

水素エネルギー

利用技術

環境

輸送

省エネ

E冨盟週
化右エネルギー

再生可能エネルギー

原子力

水素エネルギー

利用技術

環樟

輸送

省ヱネ

。首 20% 

a)原子力は「企業や大学など他組織の研究者と
の共同体制の構築Iの回答が少ない。
b)水素エネルギーは「企業や大学など他組織の
研究者との共同体制の構築jの回答が多い。
c)輸送は「設備・建物」の回答がない。

大学研究者の場合，エネルギ一関係研究テ

ーマ別の特徴をみると，下記以外に大きな差

はない。

a)化石エネルギーは「企業や大学など他組織の
研究者との共同体制の構築」の回答が少ない。
b)省エネは「企業や大学など他組織の研究者と
の共同体制の構築」の回答が多い。

④公的支援の必要性

図10に，エネルギー技術テーマの研究開発へ

の公的支援の必要性の有無とその理由を示す。

山.......

40% 60% 80見

r 

100% 

-研究開発加速のため

回普及促進のため

圃開発リスク緩和のため

固その他

口支媛は不要

図9 各エネルギ一関係研究テーマの研究開発上の障害の割合 (2010年調査)

Qこの技術テーマについて研究 I11~l1.l1i霊室町
開発上の障害を教えて下さい。 -fE石エネルギー
次の中からいくつでも選んで01再生可能エネルギー
をつけてください。 | 原子力

水素エネルギー

利用妓術

環筑

輸送

省エネ

D冨E酉
化右エネルギー

再生可能エネルギー

原子力

水素ヱネルギー

利用筏術

環境

輸送

省エネ

。略 20悦 40弛

引 V 凸

町内

60% 80% 

山 A 山九

100克

-研究開発加速のため

包普及促進のため

回開発リスヲ緩和のため

包その他

ロ支媛は不要

図10 各エネルギ一関係研究テーマの公的支援の必要性 (2010年調査)
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賛助会員の場合，エネルギー関係研究テーマ

別の特徴をみると下記以外に大きな差はない。

a)原子力は「普及促進のために必要である」が
少ない。
b)省エネは「開発リスク緩和のため」が少ない。

大学研究者の場合，エネルギー関係研究テ

ーマ別にみて大きな差はない。

賛助会員と大学研究者の回答を比較すると，

大学研究者が， I研究開発加速のために必要で

ある」の回答割合が多い。

( 3 )重要と考える科学技術および社会科学分野

①エネルギー技術テーマにとって重要と考え

る科学技術分野および社会科学的課題

図11に，研究開発中のエネルギー技術テー

Q9-1.研究開発中のエネルギー技

術テーマにとって重要な科学技術

分野および社会科学的課題をお答

え下さい。次の中からいくつでも

選んでOをつけてください。

材料

置境に関する軍機日百二

バイオ子。ノロジ-[.;.;';.>:.;.'.;.;.: 

情報ー通信

ライフスヲイル動向

工レヲト口ニ?̂

ナノテヲノロジー町

超電導 Iや

コンピュ一世~

ロポット

人口動態

その他 閉

特にない

マにとって重要と考える科学技術分野および

社会科学的課題を示す。

賛助会員も大学研究者も，研究開発中のエ

ネルギー技術テーマにとって重要な科学技術

分野および社会科学的課題は， I材料JI環境

に関する意識」が多い。

また，賛助会員も大学研究者も，過去の結

果と比べほほ同様の回答であるが，大学研究

者の「環境に関する意識」の回答割合が減少

する傾向がみられる。

②重要科学分野唱大学への支援司大学からの

採用の比較

図12に，賛助会員が研究開発中のエネルギ

ー技術テーマにとって重要と考える科学分野，

材料

環境に闘する意箆

バイオテウノロジー

情報・通信

ライフス告イル動向

工レウトロニ7̂

ナノテヲノロジー

超電導

コンビュー告

ロポット

人口動態

モの他

特にない

o 20 40 60 80 100% 20 40 60 80 100% 

図11 研究開発中のエネルギー技術テーマにとって重要な科学技術分野および社会科学的課題

Q9-1.研究開発中のエネルギー技 材料

術テーマにとって重要な科学技術

分野および社会科学的課題をお答 に一開 -量要科牢分野

え下さい。次の中からいくつでも
回大掌への宜極

バイオテクノロジー X 温 図式宇からの保用

選んでOをつけてください。
情報・通信 [貸助会員]

Q9-2.大学等への研究開発支援を ライフスタイル動向

行おうとする対象をお答え下さい。 エレヲトロニクス

次の中からいくつでも選んでOを
つけてください。

ナノテヴノロジー

起電導

Q9-3.大学等の卒業生の採用を増
コンピュ-'，1

ゃそうとする分野をお答え下さい。

次の中からいくつでも選んでOを ロポット

つけてください。 人口動態

その他

特に怠い

20 40 。も &0 80 100 

図12 研究開発中のエネルギー技術テーマにとって重要な科学分野唱大学等への研究開発支援を行
おうとする分野唱大学等の卒業生の採用を増やそうとする分野 (2010年調査)
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大学等への研究開発支援を行おうとする分野，

大学等の卒業生の採用を増やそうとする分野

を示す。

重要な科学技術分野および社会科学的課題

は， I材料JI環境に関する意識」が多いが，

大学への支援や大学からの採用では「材料」

に加え「バイオテクノロジーJI情報・通信」

「エレクトロニクス」などが多い。

( 4 )研究開発投資の動向

①過去5年間のエネルギー技術に関する研究

開発投資

図13に，過去5年間のエネルギー技術に関

する研究開発投資の増減を示す。

賛助会員は， I増加JI減少j回答が共に減

少している。大学研究者は，前回とほぼ同じ

であるが，若干「減少J回答が減少している。

②今後5年間のエネルギー技術に関する研究

開発投資の見通し

図14に，今後5年間のエネルギー技術に関

する研究開発投資の見通しを示す。

QlOー1 今日までの過去5年間
のエネルギー技術に関する研

究開発投資についてお答え下

さい。次の中からいくつでも

選んでOをつけてください。

会員2007

会員2008

会員2009

会員2010

大学初日8

大学初日9

大学2010

mも 2U克 40% 

賛助会員も大学研究者も回答は前回とほぼ同

様である。

( 5 )印象に残ったニュース

賛助会員と大学研究者の回答を図15に，上

位10項目を表2に示す。「中国がレアアース輸

出制限，温暖化ガス削減目標，次世代送配電

網，再生可能エネ全量買い取り，メキシコ湾

原油流出事故，原子力発電の海外展開」など

の回答が多い。

3.まとめ

「エネルギー技術に関するアンケート調査J

の主な結果として，下記のような結果を得て

いるO

①過去の調査結果と比較すると，一部異なる

結果はあるものの，ほぼ同様の結果である。

②現時点と20年後の時点で，どの技術テーマ

が重要かと聞いたところ(複数回答)，現時

点よりも20年後の時点での回答数が多くな

っているのは賛助会員の「水素エネルギーJ

J一‘一晶'，:-:.;.:一一一'N晶晶 ー晶・

圃圃圃圃司圃圃咽

J 

60~ 80見 100耳

白漕加

ロ横lまい

回わからない

ロ無回答

目減少

図13 過去5年間のエネルギー技術に関する研究開発投資

QI0-2 今後5年間のエネル

ギー技術に関する研究開発投

資の見通しについてお答え下

さい。次の中からいくつでも

選んでOをつけてください。

会員2007

会員2008

会員2009

会員2010

大学2日08

大学2009

大学2010

。施 20' 40見

証証品単晶玉

60首 80首 100~ 

自増加

ロ検Iまい

臼わからない

ロ無回答

目減少 一一ー

図14 今後5年間のエネルギー技術に関する研究開発投資の見通し
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Q11-1最近のエネルギ一関係
のニュースで印象に残ったもの

を挙げて下さい。次の中からい

くつでも選んでOをつけてくだ

さい。また，その他自由に記述

して下さい。

中国がレアアース輸出制限

温暖化ガス削減目機

次世代送配電網

再生可能エネ全量買い取り

メキシコ湾原油流出事故

原子力発電の海外展開

シエールガス

電気自動車

環境税

温室効果ガス排出量取引

C02地下貯留

エネルギー基本法築

地球温暖化対策基本法案

中国のエネルギー消費首位

COP15新議定書採択できず

もんじゅ運転再開へ

東シナ海ガス回問題

米国原子力発電所新設へ

柏崎山i羽原子力発電所再開

高効率火力発電

ブルサーマル運転関連

原子力発電40年超運転

再処理工場の完成延期

世界の風力発電容量増加

太陽電池圏内出荷増加

石油精製能力25%削減

その他

。 20 40 60 80 100 

図15 印象に残ったニュース (2010年調査)

表2 印象に残ったこユースの上位10項目 (2010年調査)

賛助会員

1中国がレアアース輸出制限
2温暖化ガス削減目標
3.次世代送配電網
4再生可能エネルギー全量買い取り
5.メキシコ湾原油流出事故
6原子力発電の海外展開
7.シエールガス
8.電気自動車
9環境税
10温室効果ガス排出量取引

であり，少なくなっているのは大学研究者

の「省エネJI化石エネルギー」などである。

③概して，大学研究者の方が賛助会員より研

究テーマの商業化予定時期を長期にみてい

る。

④研究開発する理由は，賛助会員も大学研究

者も， I二酸化炭素排出削減に有効だから」

と「需要又は社会的ニーズがあるから」が

多い。

60 

大学研究者

l.メキシコ湾原油流出事故

2.温暖化ガス削減目標
3 中国がレアアース輸出制限
4.電気自動車
5次世代送配電網
6.原子力発電の海外展開
7.中国のエネルギー消費首位
8再生可能エネルギー全量買い取り
9 もんじゅ運転再開へ
10. COP15新議定書採択できず

⑤研究開発上の障害は，賛助会員も大学研究

者も，概して「資金JI人材」の障害が多い。

⑥公的支援の必要性を，賛助会員と大学研究

者を比較すると，大学研究者は， I研究開発

加速のために必要である」の回答割合が多

しミ。

⑦重要と考える科学技術および社会科学分野

は，賛助会員も大学研究者も， I材料JI環

境に関する意識Jが多い。過去の調査結果

季報エネルギー総合工学



と比較すると，大学研究者の「環境に関す

る意識」の回答割合が減少する傾向がみら

れる。

③過去5年間の研究開発投資は，賛助会員は，

「増加Jr減少J回答が共に減少している。
大学研究者は，前回とほぼ同じであるが，

若干「減少j回答が減少している。

今後5年間の研究開発投資は，賛助会員

も大学研究者も回答は前回とほぼ同様であ

る。

⑨印象に残ったニュースは， r中国がレアア
ース輸出制限，温暖化ガス削減目標，次世

代送配電網，再生可能エネルギー全量買い

取り，メキシコ湾原油流出事故，原子力発

電の海外展開Jなどの回答が多い。
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最後に，本調査をとりまとめるにあたって，

アンケート調査にご協力いただいた当研究所

賛助会員企業各社および大学の方々に対し深
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なお，本報告では，紙幅の関係で調査結果

の一部のみ掲載いたしましたが，調査結果は

当研究所のウエブサイト (http://www.iae.or担/

index.html)の「エネルギー技術'情報プラット

ホーム」でも入手できますので，ご参照くだ

されば幸いです。



[活動報告]
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月例研究会300回の歩み

疋田知士(問主技術脚ンター長)
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当研究所の月例研究会が、平成23年 (2011

年) 4月22日開催分をもって300回目を迎えま

した。研究所設立が昭和53年 (1978年) 4月，

その 5年後の昭和58年 (1983年)に月例研究

会がスタートして以来.28年目のことです。

月例研究会は，当研究所の研究調査活動の

報告，およびエネルギ一関係の情報提供を目

的として，原則として毎月(ただし概ね11

回/年)最終の金曜日午後2時一午後4時に

開催されてまいりました。講演は，研究所所

員およびテーマによっては外部講師にお願い

してきました。基本的に当研究所賛助会員会

社・団体および当所と関係の深い組織からの

ご出席を得て，一部一般にも公開して，毎回

80人程度を対象に講演および質疑応答を実施

してきたものです。

表に300回の研究会の講演テーマおよび講師

の全リストを示しました。表をご覧頂くと，

あるいは懐かしい名前を見つけて，時間の経

過に感慨を覚える向きもあるかもしれません。

講師の皆様のご協力に厚く感謝申し上げる次

第です。講演テーマを見ると，時代の流れを

感じるとともに，一方で、， 28年間キーワード

は余り変わっていないことに気fすかれるかも

しれません。エネルギーのテーマはそれだけ

息が長いということではないでしょうか。

当研究所は，今後も，次の100回，さらにそ

の先に向けて，月例研究会を続けて参ります。

開催案内を賛助会員宛に直接お送りするとと

もに，ホームページにも掲載致します。多数

の皆様のご参加をお待ちしております。

なお， 2008年 7月以降の講演については，

講演資料PDPを，講師のご了解を得て，賛助

会員限定ページであるエネルギー技術情報プ

ラットフォーム (http://etip.iae.or.jpj)に掲載し

ております。ダウンロード可能です。ご利用

ください。)

表 月例研究会開催状況

年

年

)

出
一
日
品
目
月
一
月

内
一
佃
ゆ

4
一5

匪

昨

ゎ

回

1

2

発表テーマ | 発表者

・原子力開発の当面の課題 I1AE 理事長 山本寛

・米国に於ける新エネルギー開発の現状 I1AE 主管研究員 桑原惰

-石油製品の需給不均衡解決に関するケーススタ I1AE 主管研究員 片山優久雄

デイー
:出面五びデ右子ヲ語面石二・2・jじ平ご量福.........11152挙証五五............................................辰五三五

3 I 6月 卜ローカルエネルギーへの期待と今後の課題 11姐主任研究員 行松保則

-わが国におけるエタノール生産の可能性 I1AE 主管研究員 高倉毅

4 I 8月卜石炭ガス利用について I1AE 主管研究員 松井一秋

・メタノールの燃料への期待について I1AE 主任研究員 竹下宗一
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月例研究会開催状況(つづき)

回| 開催時| 発表テーマ | 発表者

5 I 9月 |・昭和59年度エネルギー関係新政策と予算 |資エ庁長官官房総務課 稲葉裕俊

-燃料電池の熱併給利用について IIAE 主任研究員 中村正則

6 I 10月 |二三.主 }v主二三三三月f開f見??TZG7.どさ.........l.~~....主空曹.需旦............................................主著烹ご
-世界の石油需給見通しと石油精製技術の動向に IIAE 主管研究員 佐藤泰彦

ついて

7 I 11月|・マグネットによる電力貯蔵の可能性と問題点 IIAE 主任研究員 田辺義男

-蓄電池による電力貯蔵技術と技術開発課題 IIAE プロジェクト試験研究部長 斉藤晴道

8 I 12月|・熱・電力の供給システムを考える |東京大学工学部教授 吉田邦夫

-海岸地熱資源の開発利用について IIAE 主任研究員 田中謙司

9 I昭和59年|・昭和59年度エネルギー関係予算について |資エ庁総務課 森信昭

(1984) I・エネルギーフロンティア計画について IIAE 主任研究員 長田武嗣

1月

10 I 2月 .廃炉の海外状況 IIAE 副主席研究員 三井英彦

11 

12 

13 

|卜ド羽.

3月 .昭和5印9年度新.省エネルギ一技術開発計画 |工技院ム一ンライト計画推進室 菊田滋

.エネルギ一需給構造の変化とその諸要因 IIAE 専務理事 武田康

4月 1..し日…Jム二二二.日.王.千宅.土f二二.悲何''T二二'>'三了三史!開聞?費莞号主...日.....“...日.....“...日...↓:守旦.日..曹曹;奪雫杢FF持F長...“...日...........................iti李主二

5月

-石炭ガス化について IIAE 主任研究員 菅野孝悦

・電力貯蔵バッテリーの技術動向 |電総研エネルギーシステム部 野崎健

・自然エネルギ一利用住宅開発構想(パッシブソ IIAE 主任研究員 安藤順康

ーラハウス技術開発の現状・実用化にむけての

問題と見通し)

14 I 6月 |・高効率ガスタービンの開発 |工技院ムーンライト計画推進室 渡辺武夫

-メタノール改質の応用 IIAE 主任研究員 竹下宗一

15 I 8月|・システムの安全性・信頼性解析の手法-s円 Acl旧主任研究員 下岡浩

の開発 IIAE 主管研究員 高倉毅

-メタノールをめぐる最新の情勢について

16 I 9月|・昭和60年度エネルギー関係重点施設と予算 |資エ庁総務課 荒井行雄

-海外におけるウラン濃縮の動向 IIAE 主管研究員 西川毅

17 I 附|・原子力発電プラントへの先端技術の応用可能性|旧主管研究員 竹内光

について | 

・エネルギーベストミックスへのアプローチ~こ IIAE 専務理事 武田康

れまでのI姐の活動

18 I 11月|・海外における原子力発電所からの熱供給の現状 IIAE 主任研究員 長田武嗣

-小型分散型電源によるコジェネレーションの問IIAE プロジェクト試験研究部長 斉藤晴道

題点

19 12月|・ FBR大型炉開発国際シンポジウムの概要報告 IIAE 研究員 谷口武俊

・省エネルギーの新技術と材料について IIAE プロジェクト試験研究部長 斉藤晴道

20 I昭和60年|・昭和60年度の新・省エネルギー技術開発の概要|工技院 ムーンライト計画推進室 辰田昌功

(1985) I・ローカルエネルギー開発利用の現状 IIAE 主任研究員 福井文彦

1月

21 Z万 -モジュール型原子炉の経済性 |電力中央研究所 山地憲治

・プルサーマルの現状と課題 IIAE 主任研究員 上田隆

22 3月 ・コジェネレーションの対象としての都市熱需要IIAE 主任研究員 中村政則

の実態
-三・五万平ごお蕎語六五二・ジ・2謀詳電柱iお経濡在...liAa....子百ジ二予下諸説話完蔀芸...................斉議帯這

23 I 4月|・液化天然ガス (LNG)の小規模利用の現状 IIAE 主任研究員 吉田正寛

-当研究所の昭和59年度実施調査研究の概要 IIAE プロジェクト試験研究部長 斉藤晴道1
24 I 5月|・自然エネルギ一利用住宅の研究開発 IIAE 主任研究員 渋谷紳ーイ

・溶融炭酸型燃料電池の研究開発の現状と課題 IIAE 研究員 蓮池宏

25 I 6月|・ヒートポンプの現状と今後の課題 IIAE 主任研究員 里見知英

-ヨーロッパにおける地熱利用の現状 IIAE 主任研究員 近藤謙一

26 I 8月 |・新エネルギー導入ピジョンについて |資エ庁 省エネルギー石油代替エネルギー対策課

| 落合俊雄

・LP法による将来のエネルギー需給構造分析 IIAE 主任研究員 下岡浩
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27 I 9月 |・昭和61年度エネルギー関係予算について |資エ庁長官官房総務課 折原誠

-原子炉廃止措置の最近の動向 IIAE 副主席研究員 三井英彦

28 I 10月 |・最近のエネルギー情勢について |資エ庁長官官房企画調査課 岸田房江

・ウラン濃縮の最近の動向 IIAE 主管研究員 西川毅

29 I 11月 |・宇宙開発とSPS(衛星発電システム宇宙科学研究所教授 長友信人

-高速増殖炉の経済性について IIAE 主任研究員 伊藤正彦

30 I 12月 |・原子力開発利用の当面の課題 |東京大学工学部教授 近藤駿介

-石油トータルエネルギーシステムの調査結果 |日本鉱業石油事業本部 斉藤泰彦

31 I昭和61年 ・昭和61年度新・省エネルギー技術開発の概要 |工技院ムーンライト計画推進室 米田文重

(186 ・新型軽水炉に関するIA臥ミーテイングに出席し IIAE 主任研究員 深田昭彦

l月て

32 I 2月 ・石炭利用水素製造技術開発の現状 |新エネルギー総合開発機構石炭技術開発室

| 吉田信夫

・国際電池技術総合シンポジウムの概要 IIAE 研究員 蓮池宏

33 3月 卜環太平洋エネルギー協力について |日本エネルギー経済研究所 木村徹

|・当研究所の昭和60年度調査研究の概要 IIAE プロジェクト試験研究部長 井上市郎

34 4月 |・燃料電池の経済性評価について |工技院ムーンライト計画推進室 野崎健

・米国における代替電源の開発状況 IIAE 主任研究員 茂田省吾

35 5月 ト米国DOEの新エネルギー予算 IIAE エネルギー技術情報センター長 大塚益比古

|・ソ連の原子力発電所の事故について IIAE 主管研究員 松井一秋

36 6月 I . SDIについて |工技院大型プロジェクト研究開発官 中島一郎

|・溶融炭酸型燃料電池の燃料多様化の可能性 IIAE 主任研究員 鈴木正博

37 8月トユーレカ計画について |工技院技術調査課 元島直樹

.メ夕ノ}ルの環境影響について IIAE 主管研究員 高倉毅

38 9月 1..し二思暫担f史q匁2主毘三士士.止土fと~二周長壬主.集笠l巳1巳i三三に吉三工..……….……..….…..……….……..….…....J
.海外に於ける高レベル放射性廃棄物処理処分の|川lAE 主管研究員 松井一秋

研究開発の現状について

39 I昭和62年

1月

-昭和62年度新・省エネルギー技術開発の概要 |工技院ムーンライト計画推進室 荒川嘉孝

・レーザー技術開発の現状 |東京大学助教授 黒田寛人

40 I 2月 ・資源エネルギー庁の昭和62年度原子力関係重点|資エ庁原子力発電課 荒井行雄

施策について | 

-将来の情報技術~エネルギー産業へのインパク|電総研電子計算機部 柏木寛

トと人間との係わり合いについて

41 I 3月 -エネルギーフロンテイア計画調査の概要 IIAE 研究員 山口秀信

・超電導技術のエネルギー分野への応用 |横浜国立大学工学部教授 塚本修巳

42 I 4月 ・国連環境特別委をめぐる話題 |環境庁長官官房審議官 板倉省吾

・西ドイツ・スウェーデンにみるエネルギー供給 IIAE エネルギー技術情報センター長 大塚益比古

に関するアセスメント

43 I 5月 -熱供給事業の現状と将来展望 |資エ庁公益事業部計画課 高山和夫

・100kW級風力発電システム導入の展望 IIAE 主任研究員 鈴木正博

44 I 6月 ・ハイテクと新産業 |通商産業省大臣官房企画課 湯元登

・オンサイト用燃料電池の開発状況と初期導入 IIAE 主任研究員 旦見知英

45 I 8月 ・情報化未来都市構想について |通商産業省機械情報産業局 小紫正樹

・中小型炉開発の動向 IIAE 主管研究員 松井一秋

46 I 9月 ・地熱開発の動向と新探査法技術への期待 |工技院サンシャイン計画推進本部 吉海正憲

・電力負荷平準化と負荷制御 IIAE 主任研究員 野口俊郎

47 I 10月 ・長期エネルギー需給見通しについて |資エ庁長官官房企画調査課 山田英司

・ヒューマンファクター研究の現状 IIAE 主任研究員 谷口武俊

48 I 11月 ・コージェネをめぐる行政的対応について |資エ庁公益事業部計画課 古賀洋一

・原子炉廃止装置について IIAE 副主席研究員 三井英彦

49 I 12月 .リサーチフロンティアとしてのエネルギー有効|プリンストン大学エネルギー環境研究センター所長

利用 RobertH. So∞low 
50 I昭和63年 -小型コージェネレーシヨンについて~米国にお IIAE 主任研究員 池松正樹

(1988) .....~!..ゑ護み飽き.史:.ç~ι
l月 -昭和63年度エネルギー開発予算について 資エ庁長官官房総務課 薦田康久

64 季報エネルギー総合工学
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51 I 2月 卜ソフト化社会におけるエネルギーと自動車 |ソフト化経済センター専務理事 日下公人

52 I 3月|・日米原子力協定について |資エ庁原子力産業課長 大宮正

-欧米のFBR開発の最近の傾向について IIAE 主任研究員 河野直実

53 I 4月 トエネルギー技術と安全保障について |資エ庁省エネルギー石油代替エネルギー対策課

-電気自動車の普及をめざす米国電気事業者 | 後藤芳-

54 I 5月|・無停電源装置に関する技術開発動向とユーザー|旧主管研究員 高倉毅

のニーズ IIAE 主任研究員 茂田省吾

家庭用電源の200V期化について |横浜国立大学工学部教授 塚本修巳|

55 I 7月 |・炭酸ガスにかかわる諸問題 |日本気象協会解説予報部 朝倉正|

・高レベル放射性廃棄物の処分について IIAE 専門役 村野徹|

9月|・昭和63年度拡大月例研究会(コージェネレーシ|東京大学教授 平田賢 l

ヨン技術開発の最新動向日本コージェネレーション研究会 垣回行雄，他

56 I 11月 |・原子力発電のPAについて |資エ庁公益事業部原子力発電課長 横江信義

-深層天然ガスに関する海外動向について IIAE 主管研究員 中野重夫|

57 I 12月 1. R成田tT叩iω加RiskPerception Studies ワシントン州立大準教授 Eugene A. Rosa I 
(リスク認識に関する最近の研究動向ワシントン州立大準教授 Randa11R.阻巴inhesselink

58 I平成1年 -平成元年度エネルギ一関連政府予算 |資エ庁総務課課長補佐 浜口正忠

(1989 ) ・代替エネルギー自動車の海外動向一電気自動 IIAE 主管研究員 高倉毅

l月 …車二..................................................................................1
-代替エネルギー自動車の海外動向一天然ガス自 IIAE 研究員 蓮池宏

動車 | 

59 I 3月 . The Energy Market Trend in the U.S.A. I Stanford Univ.Energy Modeling Forum John Wey組 t

・米国の代替エネルギー政策の動向一自動車用一|旧副主席研究員 大河内一男|

60 I 4月 ・地球規模の環境問題と新エネルギー，省エネル|資エ庁 省エネルギー石油代替エネルギー対策課

ギ一政策の新たな展開 | 大津幸男

・低温核融合について |日本原研東海研究所化学部長 立川園造|

61 I 5月 ・技術システムのリスクマネージメント |旧主任研究員 谷口武俊|

・日米通商関係について |通産省通商政策局 日下一正

62 I 6月 ・中小型軽水炉開発の必要性及び開発目標 IIAE 主管研究員 松井一秋

・世界的視野から見た長期エネルギー問題に関す|資エ庁企画調査課課長補佐 真田晃

る懇談会(世界エネ総)報告書について

8月 ・先端技術を巡る最近の国際情勢 |資エ庁原子力発電課長 谷口富裕

9月 ・ディーゼル排気ガス規制及び軽油の低硫黄化を IIAE 主管研究員 田村啓一

めぐる内外の情勢 | 

-地球環境に関する東京会議の成果について |環境庁 長官官房審議官

日 I 10月 ト海外における放射性廃棄物処分のPA問題につい IIAE 専門役

高橋光男

村野徹

て
γ吉長五ゐマJ.，詰高逼…・……………………|蚕三長....吉長記長長謀長・………・…・.“…….

6“6 I 1日1月 |卜.二次エネルギ一の利用効率化に向けて |資エ庁公益事業部計画課 辻義信

・米国の環境政策と代替燃料自動車について IIAE 研究員 蓮池宏

67 I 12月|・今後のエネルギー政策について |資エ庁企画調査課長 中津佐市

-原子炉廃止措置に関する最近の海外動向につい IIAE 副主席研究員 三井英彦

て

68 I平成2年|・地熱資源量の評価と最近の地熱開発の動向につ|地質調査所地殻熱部 岡部賢二

(1990) I いて | 

l月 |・平成2年度エネルギー関連予算について |資エ庁長官官房総務課 本部和彦

69 I 4月トチェルノブイリ事故と欧州労働組合の対応 IIAE 副主席研究員 松井一秋l

-原子力安全問題の現状と今後の課題 |資エ庁原子力発電安全管理課長 倉重有幸

70 I 5月 |・最近の電力技術の動向について |資エ庁公益事業部技術課長 並木徹l

-CVCF (無停電電源)の現状と今後の課題 |富士電機総合研究所 黒木一男

71 I 6月|・総合エネルギー調査会中間報告総論 |資エ庁企画調査課長 真田晃

-地球環境時代の石炭利用法 IIAE 副主席研究員 片山優久雄

72 I 8月 |・総合エネルギー調査会(原子力部会)検討結呆|資エ庁原子力発電課 北川慎介

について
-・ア張新王展実弱五完:お誹完首!芸動.両............................ri五E 王荏.掛完貰..............................................直rR董信.
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73 9月 |・サンシャイン計画の今後のあり方について |工技院 サンシャイン計画推進本部 荒木由季子

|・分散型電源の系統連系問題について IIAE 主任研究員 太田昭司

74 10月 |・多極分散型エネルギー政策を考える |原子力試験センター特別顧問 上田雅一

-化石燃料からの二酸化炭素排出について IIAE 主管研究員 重田潤

75 11月 |・石油代替エネルギーの供給目標の改定について|資エ庁長官官房企画調査課長 中嶋誠

-IPCC報告について IIAE エネルギー技術情報センター長 大塚益比古

76 12月 |・欧米における自動車の大気汚染防止対策の動向|旧主任研究員 古淳貴和

(ガソリン自動車編

-欧米における自動車の大気汚染防止対策の動向 IIAE 主管研究員 田村啓一

(デイーゼル自動車編)

771平成3年|・太陽光発電の研究開発の動向について |工技院 サンシャイン計画推進本部 後藤隆志

(1991) I・ソーラーカーの開発動向 IIAE 主任研究員 白江孝俊

1月

78 2月 -平成3年度エネルギー関連政府予算 |資エ庁総務課課長補佐 辻義信

・平成3年度地球環境関係予算 |通産省立地公害局環境政策課 川本明

79 3月 ・アルコール燃料をめぐる内外の動向 |阻DO 理事 松尾次雄

・メタノール製造技術の発展方向 IIAE 副主席研究員 高倉毅

80 4月 ・廃棄物発電技術の動向と今後の課題 |元都立科学技術大学教授 山口保男

・廃棄物処理・再資源化問題への取組について |通産省 立地公害局公害防止指導室長 湯本登

81 5月 ・発電技術をめぐる動向と課題 |資エ庁発電課 福島章

・高速増殖炉 (FBR) に関する最近の技術開発動IIAE 主管研究員 藤井外志雄

向

821 6月 |・発電プラントのエネルギー収支分析とCO2排出|電力中央研究所 内山洋司

量

-LNGシフトによる二酸化炭素排出抑制について IIAE 主管研究員 重田潤

83 1 8月 |・軽水炉高度イ凶、委員会報告について |資エ庁原子力発電課 三代真彰

・中小型軽水炉について IIAE 主管研究員 栗山和重

841 9月 |・最近の水素エネルギー開発について |工技院 サンシャイン計画推進本部 岡林哲夫

-火力発電プラントからの炭酸ガス回収システム IIAE 主任研究員 加賀城俊正

について

85 1 10月 |・スーパーヒートポンプ研究開発の動向について|工技院ムーンライト計画推進室 本城薫

・ガソリンをめぐる最近の動向について IIAE 副主席研究員 片山優久男

86 1 11月 |・風力発電開発の現状と今後の展望について |工技院 サンシャイン計画推進本部 荒木由季子

-電気自動車普及促進のためのインフラストラク IIAE 主任研究員 磯修

チャ整備の現状

87 1 12月 |・電気自動車の普及計画について |通産省機械情報局自動車課 上戸亮

-欧米における最近の電気自動車の開発・普及に IIAE 主任研究員 蓮池宏

ついて

88 1平成4年|・平成4年度エネルギー関連予算等について |資エ庁総務課 平野正樹

(1992) I・平成4年度地球環境対策予算について |通産省立地公害局環境政策課 川本明

1月

89 1 2月 |・原子力による海水の淡水化について |電力中央研究所原子力総合推進室 湊章夫

-世界のFBR開発状況 IIAE 主管研究員 津久井豊

901 3月 |・米国の環境問題とエネルギー分析について |スタンフォード大学 教授 JohnW巴yant

91 I 4月 |・分散型発電と系統連系 |資エ庁技術課電気用品室長 小林哲郎

-新エネルギー等からの余剰電力の購入について|東京電力営業部料金課長 木村滋

見 1 5月 l...:..:T.%.;.~.~厚瞳J諒t~~摂票........................................1 奪三尽.会益烹業部閉藷蔑..........................漉雪宕.二
-高レベル放射慨棄物の処分とはどういう問題か IIAE 専門役 村野徹

93 1 6月 |・石油活用型ガスタービンとのコンパインドによ|旧主管研究員 赤田卓巳

るごみ発電の効率アップに関する調査結果 | 

-電源地域の振興施策について |電源地域振興センター理事 吉野隆治

941 8月 |・エコ・ステーションについて |資エ庁石油部流通課 成瀬茂夫

-団体電解質型燃料電池発電システムの研究につ|東北電力技術開発部 岩城秀雄

いて
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9月 |・ニュー・サンシャイン計画 |工技院サンシャイン計画推進本部 奥田昌宏

-水素エネルギー I1AE エネルギー技術情報センター長 大塚益比古

10月 |・我が固の宇宙開発計画と環境監視 |宇宙開発事業団企画室 稲田伊彦

-海水揚水発電技術開発について |電源開発建設部 川島由生雄

11月 |・原子力発電の安全を巡る国際的動向について |資エ庁原子力発電安全企画官 古賀洋一

-原子力発電に対する公衆の意識分析 I1AE 主任研究員 下岡浩

98 1 12月 |・今後のエネルギ一環境対策のあり方について |通産省大臣官房企画室 根井寿規

99 I平成5年|・平成5年度技術開発関係予算等について |資エ庁総務課 福島章

-平成5年度発電課主要施策について |資エ庁発電課 中村幸一郎

資エ庁発電課新・再生可能エネルギ一発電班長

中島英史:・1首じスJV坂制圧雇長弱瓦5.H:京五.客面お説尚......hA五....専門復.......................................................有!I!f議.
・プルトニウム利用について 11姐副主席研究員 楠野貞夫

・我が国の原子力発電所の故障・トラブル等の分|テクノリサーチ研究所 内田二郎

析調査について

103 I 5月|・平成5年度施設計画の概要について |資エ庁開発課 山本哲也
・ヌ・二 1ミごヨ.ミ.薬篭:fてら;~.~.i' ..T右市活用型.芳ヌ'f"rÏÄË…・主嘗帯.発貰................................................示百草芭

95 

96 

97 

100 

(1993) 

l月

2月

101 

102 

3月

-阻DOにおける太陽光発電の研究開発動向 |阻DO太陽技術開発室 水上淳二

・町四(地球環境産業技術研究機構)における地|地球環境産業技術研究機構研究企画室長岡林哲夫

球環境産業技術分野の研究開発

-地熱開発の動向

4月

ーピン複合ゴミ償却システムモデル調査 Part 

~ 
104 I 6月 |・我が国の原子力発電のマネジメントカルチャー I1AE 主任研究員 谷口武俊

-C02回収システムに関する技術評価 I1AE 主任研究員 加賀城俊正

105 I 8月|・ f21世紀の技術とエネルギービジョン」策定の I1AE 専務理事 吉津均

背景

106 I 9月 |・平成6年度エネルギー関連概算要求の概要 |資エ庁長官官房総務課 青山市三

-水力新世紀計画 |資エ庁公益事業部発電課 石川和男

107 I 10月 |・原子力用先進的シミュレーターの研究開発動向 I1AE 主任研究員 黒沢厚志
・・・7・原芋万若返'J.;'最:j!fら宿勢f:::'弓'"・そ...........................1"安正i子…j長.子."jj'Ji篭安杢筈謹謀芸................j長官主語.

108 I 11月 |・インドネシアの科学研究都市計画 I1AE 副主席研究員 松井一秋

・メタンハイドレートの海外における開発の動向 11姐主管研究員 寺崎太二郎

109 I 12月 I'TRU廃棄物処分に関する動向 I1AE 専門役 和達嘉樹

・ニューサンシャイン・ネットワークシステムの|阻DO 情報センター 石丸利通

構築について

110 I平成6年|・総合エネルギー調査会総合部会基本政策小委|資エ庁長官官房企画調査課 湖上善弘

員会中間報告について | 

-電気自動車のためのインフラ整備についてのモ I1AE 主任研究員 植村卓司

デル事業

-平成6年度エネルギー関連予算の概要 |資エ庁公益事業部計画課 吉岡賢治

・発電システムの社会コスト(環境外部コスト) I1AE 主任研究員 谷口武俊

・新水素エネルギー実証研究について I1AE 新水素エネルギー実証センター 浅見直人

・放射性廃棄物の一般廃棄物に対する相対的有害 11姐研究員 羽田野祐子

度評価

・ガス事業の規制緩和について |資エ庁ガス保安課長 薦田康久

・新型原子炉の研究開発動向 I1AE 主任研究員 原田義也

・欧州における高効率発電技術海外調査報告 I1AE 主任研究員 松本一彦

・欧米のガス化コンパインド発電に関する調査 11姐副主席研究員 片山優久雄

・高度負荷集中システムに関する研究 I1AE 主任研究員 福井康博

・電気事業審議会需給部会電力基本問題検討小委|資エ庁公益事業部開発課 山本哲也

員会中間報告

・電力保安に係る規制緩和概要 |資エ庁公益事業部技術課 西本淳哉

・メタノール火力発電所の環境影響評価実証調査 I1AE 副主席研究員 松沢忠弘

概要

(1995) 

l月

111 I 2月

112 I 3月

113 I 4月

114 I 5月

115 I 6月

116 I 8月
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月例研究会開催状況(つづき)

回| 開催時 | 発表テーマ | 発表者

117 1 9月 |・平成7年度エネルギー関連概算要求 |資エ庁長官官房総務課 前田秀

-新エネルギーの今後の展望について |資エ庁 省エネルギ一石油代替エネルギー対策課

川本和弥

118 I 10月 |・高レベル放射性廃棄物処分について |高レベル事業推進準備会 木佐木裕

-欧米の廃炉対策動向について IIAE 主管研究員 中山雄幸

119 I 11月 |・気候変動枠組み条約に基づく国別報告書 |環境庁環境保全対策課 荒井真一

-電力会社の地球温暖化対策について |中央電力協議会 C02対策技術専門部会 清原正高

120 I 12月 |・自治省の廃棄物発電政策について |自治省財政局 中山啓一

-厚生省の廃棄物発電政策について |厚生省水道環境部環境整備課長 三本木徹

山|平成7年|・最近のエネルギー政策の環境の変化の動き |資エ庁公益事業音附画課 諸岡秀行

(1995) 

l月

122 I 2月 1. History of Site Se1ection of Low and Medium Leve11 Co1enco社 u
 
l
 
vd 
内

υ
h
u
 

au n
 
u
 
T
 
K
 Radioactive Wast巴DiposalFacility in Switzerland: 

The Current Situation of the HLW -Disposa1 

Program in European Countries 

. The Program of Receiving and Storing of HLW I Co1enco社 u.Tillesen 
from Reprocessing in France 

123 I 3月 |・中国における石炭利用開発に関する事情 IIAE 副主席研究員 中丸寿男

-欧州主要国における廃棄物発電の状況 IIAE エネルギー技術情報センター長 小川紀一郎

124 I 4月 1. WE-NETプロジェクトとは何か IIAE WE-NETセンター 福田健三

-WE-NETプロジェクトの現況 |エン振協 WE-NET推進室 岡野一清

125 I 5月 卜住宅用太陽光発電事業モニタ事業について |新エネ財団太陽光発電部長 岡本靖夫

-我が国におけるコージェネレーションの現状と|日本コージェネレーション研究会 峠達男

課題

126 I 6月 |・自動車とクリーンエネルギーについて |日本自動車工業会 中田楽ー

-燃料電池の研究開発動向について INEDO 燃料・貯蔵技術開発室 中岡章

127 I 8月 |・石炭の脱灰脱硫技術の研究開発状況と今後の見|石炭利用総合センター 篠崎貞行

通し | 

・200T/日噴流床石炭ガス化発電プラント開発状IIGCC組合専務理事 坂東茂

況

128 I 9月 |・平成8年度エネルギー関連概算要求の概要 |資エ庁長官官房総務課 橋本道雄

-石油に関する規制緩和の概要 |資エ庁石油部計画課 鎌田篤

129 I 10月 |・氷蓄熱式空調システムの運用状況紹介 |東京電力営業開発部 立田恒彦

-氷蓄熱式空調システムの技術面の紹介 |日立製作所空調システム事業部 勝又直登

130 I 11月 |・オリマルジョン・プロジェクトの現状 |三菱商事電力燃料部 荒川昌佳

-新燃料オリマルジョン火力発電所での運用状|鹿島北共同発電 佐野貢

況

131 I 12月 |・ APECの概要(エネルギーと環境面を中心とし|資エ庁 国際資源課

て)

山城宗久

:安面デヲ子お三五平・平二事橘主義手昌広義蕗.…(量.万平英語莞pJT耕五両9fi蔀.......................薪百議事.

132 I平成8年|・新電気料金制度下における電気料金の改定につ|資エ庁業務課 及川洋

(1996) 

l月

2月

いて

-改正電気事業法における保安規制について |資エ庁 技術課

・気候変動に関する政府間パネル (IPCC)の第21IAE 主任研究員

次報告概要

金子知裕

蓮池宏133 

134 3月

:..王五万平ご:・2長選宅'T'Jじる-境技.E展望…・…・…・TiAa...王在誹.莞貰.…・…・…・…・…・…・…・…黒浜草志-
・気候変動枠組条約第 3回締約国会議 (COP3)I通産省地球環境対策室長 内山俊一

へ向けて | 

-環境技術開発の動向と将来展望 INEDO 環境技術開発室長 山岸喜一郎

・米国の電気事業をとりまく規制緩和の現状 |海外電力調査会調査部 飯沼芳樹

・平成8年度の電力長期計画について |中央電力協議会開発計画部長 松本博之

・高温ガス炉とエネルギ一利用の拡大 |東京大学名誉教授 安成弘

・新水素実証技術開発の中間報告 IIAE 新水素エネルギー実証研究センター松井一秋

135 4月

136 5月
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月例研究会開催状況(つづき)

回| 開催時 | 発表テーマ | 発表者

137 I 6月 卜メタノール発電の総合評価 IIAE 主任研究員 平山智之

-低質燃料利用高効率発電の概要 |日立製作所 IGCC開発センター 長崎伸男

138 I 8月 卜二酸化炭素の低減と処分についての内外動向紹|電力中央研究所環境科学部 大隅多加志

介 |

・C02回収・処分を考慮した火力発電システムの IIAE 研究員 田中敏英

ライフサイクル分析

139 I 9月 卜平成9年度エネルギー関連概算要求の概要 |資エ庁長官官房総務課 平井淳生

-新エネルギーの今後の展望について |資エ庁 省エネルギー石油代替エネルギー対策課

和久田肇

則| 附 |・国際電気自動車シンポジウムの概要とわが国に|東京大学教授 石谷久

おける電気自動車の動向 | 

・カリフォルニア州および米国における電気自動|カリフォルニア大学デイピス校 教授

車の将来展望 | ダニエル・スパーリング

141 I 11月 卜低品位炭改質技術(その l 油中改質技術神戸製鋼所石炭液化推進部 勝島虞一

-低品位炭改質技術(その2 ジメチルエーテル|日本鋼管技術企画部 大野陽太郎

合成技術)

142 I 聞 |我が国の次世代同の概要及び欧米の新型軽水|三菱重工業軽水炉プロジェクト部 松岡強

炉開発の動向 | 

・欧州加圧水型軽水炉 (EPR)の概要と開発状況|原子燃料工業 BWR;燃料事業部 森一麻

143 I平成9年卜 COP3に向けての我が国の方向性と取組状況 |環境立地局地球環境対策室長 桜井和人

(1997) 卜総合エネルギー調査会/基本政策小委員会の検|資エ庁長官官房企画調査課 頓宮裕貴

l月 | 討状況紹介

凶4I 2月 |・総合エネルギー調査会/原子力部会中間報告書|資エ庁原子力産業課 中西宏典

紹介

-向上部会/原子炉廃止措置対策小委員会報告書|資エ庁 原子力発電安全企画審査課

紹介

宮川純一

145 I 3月 卜気候変動問題への我が国の対応について |環境立地局環境政策課長 松永和夫

-統合評価モデルによる地球温暖化対策の解析 |東京大学教授 山地憲治

胤 4月 卜電気事業審議会需給部会電力基本問題検討小委|資エ庁公益事業部開発課 山田知穂

員会(中間報告

・平成9年度の電力長期計画について |中央電力協議会開発計画部長 松本博之

147 I 5月 卜電力負荷平準化について(需要家サイドからの|横浜国立大学教授 塚本修巳

アプローチ)

・電力の負荷平準化技術に関する検討状況ー負荷 IIAE 主任研究員 土器勉

集中成魚システム 確立実証試験について

日8I 6月 |・明かとなった海洋底メタンハイドレートの実|東京大学教授 松本良

態 国際深海掘削計画 (ODPLeg164)の成

呆

-メタンハイドレートの開発可能性と将来性新|旧主管研究員

しい技術開発分野としての可能性を探るー

兼子弘

149 I 8月 卜地球温暖化とバイオテクノロジー |電力中央研究所 斎木博

-雑草から21世紀のエネルギーをつくる |長崎総合科学大学教授 坂井正康

問 9月 |平成10年度資源エネルギー関連概算要求の概要|資エ庁長官官房総務課 高倉秀和

について | 

・工技院におけるエネルギー関係新技術開発の取|工技院 ニューサンシャイン計画推進本部瀧口博明

り組みの状況について

151 I 10月 卜日本における地層処分コンセプトの評価研究に IIAE 主管研究員 蛭沢重信

ついて

-高レベル放射性廃棄物処分に向けての取組みに|科学技術庁廃棄物政策課長 有本建男

ついて

152 I 11月 卜新エネルギ一政策の展開について |資エ庁新エネルギー対策課 和久田肇

-代表的新エネルギー技術の概要について IIAE 副主席研究員 高倉毅

153 I 12月 卜環境・エネルギー産業と日本経済 |一橋大学教授 栗原史郎

-今後の省エネルギー推進動向 |省エネルギーセンタ一 大槻満
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回| 開催時

154 I平成10年

(1998) 

1月

155 I 2月

156 I 3月

月例研究会開催状況(つづき)

発表テーマ | 発表者

・地球環境問題と阻DOの対応 |阻DO 環境技術開発室長 久留島守弘

・COP3の結論と課題および我が国の今後の対応|国立環境研究所環境経済研究室長 森田恒幸

について

. IS014000シリーズの概要と我が国への導入状況|工技院 標準部管理システム規格課 矢野友三郎

・IS014000シリーズに係るLCA規格化の動向 |機械技術研究所 赤井誠

・負荷平準化のための電池電力貯蔵技術の概要 |電子技術総合研究所 野崎健

・超電導エネルギー貯蔵装置 (SMES)の研究の|九州電力総合研究所 林秀美

概要

157 I 4月 |・平成10年度電力長期計画について |電気事業連合会電力計画部 浜本和夫

・米国および欧州における電気事業を巡る最近の|海外電力調査会 飯沼芳樹

動向について

158 I 5月 卜革新的ソーラ熱化学プロセスの概要と国際協力|東京工業大学教授 玉浦裕

について

;-両:両日日J../;Tr-おli品目議万踊 jIAE両;両日み二五i王長.晶語 道a雇三
159 I 6月 トダイオキシン対策の最近の技術動向とその評価|神奈川県環境科学センター 安田憲二

-最近の廃棄物発電技術について IIAE エネルギー技術情報センター長 小川紀一郎

160 I 8月 卜次世代自動車について |通商産業省機械情報局自動車課 都築直史

-欧米におけるクリーンカーの動向とその潮流 |インターリンク 加藤武彦

161 I 9月 卜平成11年度資源エネルギー関連概算要求の概要|資エ庁長官官房総務課 田端祥久

・ニューサンシャイン計画の取組み及び平成11年|工技院 エネルギー技術研究開発課 山田安秀

度予算の概要

162 I 10月 |・都市ガス用石炭ガス化技術開発について 日本ガス協会 石炭SNG開発プロジェクト部

伊藤一男

;議再雇通市右前ヌ説長編論芸 |論説 在日雇
NEDO 小川和宏

163 I 11月 |・高レベル放射性廃棄物地層処分の背景と最近の IIAE 主任研究員 蛭沢重信

164 I 12月

165 I平成11年

(1999) 

1月

166 I 2月

話題について
γヌザエ:・テヲ下守ヲ五ヱ.びヌマヌお京字万発1ヌ才ヌ・ョv:/ヨ在...................................工Kocour証・

電に係る最近の状況

・都市ガス用石炭ガス化技術開発について |東京電力 鎌倉賢司

・燃料電池用石炭ガス製造技術の開発 IIAE 主任研究員 蓮池宏

・エネルギー分野における情報化，とりわけデー|東京大学教授 岩田修一

....1...点二z.it.v.勤.白.....................................................・・・‘・
・ここまできたコンピュータ利用技術そしてこ|日本原子力研究所 浅井清

れから 原子力とコンピュータ

. i容融炭酸塩型燃料電池 (MCFC)発電システム|石川島播磨重工業 佐藤誠一

の開発状況
γ面存這.扉貨道1議存這i温(S温C) る.肖3M五7.五i:d這編肖35........................................3長京fU芙吋
ついて

167 I 3月 卜欧米における電力自由化の動向 |海外電力調査会 飯沼芳樹

-日本における電力自由化の動向(電気事業審議|電力中央研究所 丸山真弘

会報告を中心として)

168 I 4月 卜原子力先進システム(自己完結型燃料サイクル|日本原子力研究所 大杉俊隆

システム)について

:房手五先進み宇工ii扇子玄三量五万G・u・3・|五長官元・…………………………・・道京両彦
ル研究例(現実的視点から)

1ω5月 |・メタンハイドレートの資源量と環境関連研究の|地球科学総合研究所 青木豊

動向

:万ヌ/¥1rじニド日以来日お端達:事嵐山遊説・鎖 貯弘
技術について

170 I 6月 |・分散型電源としての団体高分脹燃料電池 (PEM)I燃料電池開発情報センタ一 本間琢也

の開発状況

:諸説前じそ万二万百五二百お柿訪英語道最高 謀説副
向について
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月例研究会開催状況(つづき)

回| 開催時| 発表テーマ | 発表者

171 I 8月|・循環型経済社会の構築に関する最近の動向 |三菱総合研究所 中俊寛

. PFI導入の動向とエネルギー・環境問題との係 |日本総合研究所 井熊均

わりについて

172 1 9月 |・平成12年度エネルギー関係予算等の概要につい|資エ庁 長官官房総務課 村上博之

て

日清算[三五円五首脳00年踊~ö)Bii~iüi"l訴事業逗弘 報栄三4
について

1731 10月 |・コージェネレーションの動向について |日本コージェネレーションセンター 小山典幸

-風力発電の内外動向と導入上の課題 |東海大学教授 関和市

174 1 11月 |・エネルギー・環境問題における産学連携について|東京農工大学教授 久留島守広

-最近の地球温暖化対策研究 |国立環境研究所 森田恒幸

175 1 12月|・原子力発電プラント高経年化対策に関する最近 IIAE 主管研究員 津田潤

の動向
:長M'11:1房長話函雇瓦奈ち-主主二;b五五五日'~~'::'''1ÏAE'' 司王両語長長.............….......…............五五二荻

にいるのだワ

1761平成12年|・日本における廃棄物処理新技術とエネルギー利|千葉工業大学 教授

(2000) I 用の方向

平山直道

l月|・バイオマス・エネルギーの取組への昨今の動向|三菱総合研究所 井上貴至

1771 2月|・新エネルギーの課題と展望 |電力中央研究所 内山洋司 4

-日本の長期エネルギー需給見通しと課題 |日本エネルギー経済研究所 石田博之

178 1 3月|・電力自由化に関する海外の動向 |海外電力調査会 井上寛

・わが国における電力市場自由化の動向と課題 |電力中央研究所 矢島正之|

1791 4月|・電力技術開発の今後の進め方について |資エ庁電力技術課 伊藤敏|

-平成12年度供給計画の概要について |電気事業連合会電力技術部 大津谷正和|

1801 5月 1..:・ 'l[1J ~T界尽日?害虫タ.開発罪史f:::三ど工…………・|主害虫3・……………………………………………………!"E9:'主主l
-負荷集中制御システム実証試験の成果について

一酷暑日の家庭用電力ピークカットを目指し|旧主任研究員 田中賢示

て

181 1 6月|・原子力技術開発のかたち IIAE 専門役 楠野貞夫

-第4世代原子力システム IIAE 副主席研究員 松井一秋|

1821 8月|・「高効率廃棄物発電技術開発/最適トータルシス|旧研究員 大森伸二

テムの研究jの研究成呆 | 

-廃棄物ガス化溶融およびガス変換発電技術開発IIAE エネルギー技術情報センター長 小川紀一郎

について IIAE 専門役 浅見直人

183 1 9月 |・平成13年度エネルギー関係予算等の概要 |資エ庁長官官房総務課 辻本崇紀

-環境政策に関する最近の動向 |環境立地局環境政策課 福島洋

1841 10月|・地球温暖化問題と国際的取組みに関する最近の|電力中央研究所 新田義孝

動向 | 

-m事業の実際と課題 ↑電源開発 坂梨義彦1
附 11月 |・高レベル放射性廃棄物処分事業の動向 |原子力発電環境整備機構 北山一美J

-革新型炉としての高温ガス炉の特長と国際的な旧本原子力研究所 塩沢周策

取り組み

1861 朗 |・排出権取引ハーグ会議の結果と今後のピジネ|地球環境戦略研究機関 松尾直樹

スの視点 | 

・環境問題の現状と企業への期待 |東京大学教授 山本良'='1
187 1平成13年|・有機性廃棄物のエネルギー化に関する技術動向|鹿島建設 今井貰爾

(2001) I と課題 | 

l月|・再生可能エネルギー電力に関するEU事例および|電力中央研究所 田頭直人

日本の動向について

188 1 2月|・米国における電力自由化の最近の動向について|海外電力調査会 飯沼芳樹

加州の電力危機問題を中心として | 

-内外における電力自由化の動向と課題 |電力中央研究所 矢島正之
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月例研究会開催状況(つづき)

回 | 開催時| 発表テーマ 発表者

189 I 3月 |・高効率ガスコージェネレーション技術開発につ|大阪ガス 合田泰規

いて リーンパーンミラーサイクルエンジンの

開発状況を中心としてー
・箸主京Jv苧・二・型自首軍国主ヲγシ:篭.気動.万ヲヌT日苦手才ご石7じ王葉・・・…・..............................在4末主和.
テムの開発動向一高効率ハイブリッドパス用

CNGミラーサイクルエンジンおよびキャパシタ

蓄電装置

190 I 4月卜「エネルギー学jについて |東京大学教授 山地憲治

-平成13年度供給計画の概要について |電気事業連合会電力技術部長 大津谷正

191 I 5月 |・循環型社会構築に向けた法体系の整備 |経済産業省産業技術環境局 山内輝暢“

・バイオマスエネルギーに関する政策動向とわが|三菱総合研究所 井上貴至

固における導入可能性

192 I 6月|・第4世代原子力開発の動向 11姐副主席研究員 松井一秋d

-原子力発電に対する公衆の意識構造の分析と情 IIAE 主管研究員 下岡浩

報提供の考察

193 I 8月|・我が固における資源エネルギー政策の最新動向|資エ庁総合政策課 吉川徹志

について I総合資源エネルギ?ー調査会」報告
を中心として

:蹴濫副院院丙湖南 IIAE王荏腕貰 献産-剖
194 I 9月 卜最近のコージェネレーシヨン技術について |日本コージェネレーシヨンセンター 矢川憲利|

・マイクロガスターピンの開発状況と課題 |東京大学教授 吉識晴夫

195 I 10月|・持続的発展に効果のある原子力・放射線利用 |日本原子力産業会議 町末男 l

-放射線廃棄物処分に関わる社会との対話 |電力中央研究所 土屋智子

一英国・ベルギーの試みと我が国の課題一

断 11月|・地球温暖化に関する国際枠組の最新動向(気候|電力中央研究所 杉山大志

変動枠組条約第7回締約国会議 (COP7)成果

…主踏主主主j・・…・…・…・…・…・…・…・…・…・…・“…….“.
.地球温暖化防止に向けた革新的技術開発の取組|経済産業省産業技術環境局 大平英二

み

197 I 12月 トバイオマスエネルギー技術 開発動向とケー 11姐副主席研究員 内田洋

ススタデイ

:フ;ねは立川平二日制崩両 |韮房長件前 総量
198 I平成14年ト危機管理とコミュニケーション政策 |淑徳大学教授 藤江俊彦

(2002)トリスクコミュニケーションへの取組みについて|大阪大学教授 盛岡通

1月

199 I 2月|・国内外(除く米国)における電力自由化の動向|電力中央研究所 矢島正之

について
ごほ.込~=五 ~tJ.，逼五百品花広量出巨石己主話瓦..r逼手伝芳首主義.....….......….....…...........五jE.芸品..

型社会と経済性

200 I 3月ト循環型社会と経済性 |京都大学教授 植田和弘

-循環型社会構築とサーマルリサイクル |芝浦工業大学教授 武田邦彦

201 I 4月|・地球温暖化対策への新たな取組みについて新|経済産業省環境政策課 菊川人吾

「地球温暖化対策推進大綱」の解説を中心とし

て

:半脳卒雇総指誠実~=ョ:モ |訴事業逗筏 宕JIl三弦
202 I 5月|・再生可能エネルギーの課題と展望 |筑波大学教授 内山洋司

-再生可能エネルギーの導入シナリオ |電力中央研究所 山本博巳

203 I 6月ト分散電源とマイクロガスターピン |東海大学教授 伊藤高根

-PEFCの家庭用コージェネレーションへの応用 旧本ガス協会 寿美心道

204 I 8月|・風力発電電力系統安定化等調査 |電力中央研究所 七原俊也 l

・蓄電池併設風力発電導入可能性調査 |電力中央研究所 市川建美

I姐主任研究員 藤田光-

205 I 9月卜地球環境問題を巡る国内外の情勢について |経済産業省環境政策課 菊川人菩

-平成15年度エネルギー関連予算の概要とその背|資エ庁総合政策課 吉川徹志

景
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回

206 

207 

208 

月例研究会開催状況(つづき)

開催時 発表テーマ 発表者

附 |・燃料DMEの特徴とディーゼル新燃料としての利|茨城大学 教授

用 |

梶谷修一

・燃料電池自動車の導入シナリオ(中間報告 IIAE WE-NETセンター 主管研究員 小林紀

11月 |・風力発電の技術開発・普及動向について |産業技術総合研究所 松宮燦

-太陽光発電の技術開発・普及動向について INEDO 加藤和彦

12月 |・電気事業者による新エネルギー等の利用に関す|資エ庁 新エネルギー等電気利用推進室長

る特別措置法 (RPS法)Jについて | 堀 史郎

『地球温暖化取り組みの最新動向jについて |電力中央研究所 杉山大志

209 I平成15年 I.2050年の原子力開発利用の姿 |原子力システム研究懇話会 堀雅夫

210 

(却03)Iγ第1百代.c草野炉技荷開発…・…・…・…・…・…...TIAE...i副王属-前通頁…・…・…・…・…・…・…在五二f)(
l月

2月 「地球温暖化と技術の役割』シンポジウム

1)エネルギーから見た環境，食糧問題

2)地球温暖化問題の戦略的取組みについて

3)地球温暖化の抑制ないし防止

富山国際大学教授

東京大学助教授

IAE 副主席研究員

石井吉徳

松橋隆治

松井一秋

4) J 'Ï玄Z奇議二通-或逼逗f~ i::五信羽詰討を等工玄F正面..通事長.....誕百子..市三Y: 官白首謀夫手長辰­

石井吉徳，産業技術総合研究所赤井誠，東京大学

助教授 松橋隆治， IAE 主管研究員黒沢厚志

211 I 3月|・循環型社会と産業の方向性 |三菱総合研究所 中俊寛
-凶:CO事葉~=-:)'"そ・・・…・・…・…・…・…・…・…・… ..1日未.ラ.子.Çl)"芋アアヲ寸ニニ-ジヨヲ・…・・…..前jjï有E

212 I 4月 |・平成15年度供給計画の概要について |電気事業連合会電力技術部長 西亨

・最近の電力自由化動向について |電力中央研究所 矢島正之

213 I 5月|・再生可能エネルギーの課題と展望 |筑波大学教授 内山洋司

・地球温暖化対策を巡る国内外の動向と今後の見|経済産業省環境政策課 菊川人吾

通し

214 I 6月|・エネルギー・環境政策に係わる海外動向 IIAE 主管研究員 当麻潔

・コンピナートにおける省エネルギー余地につい IIAE 主管研究員 塙雅一

て 水島コンビナート省エネルギー調査を踏ま

えて-

215 I 8月 |・新電力ネットワークシステム研究会報告 IIAE 主管研究員 田村豊一

ーその 1r品質別電力供給システム』
薪這1J京'J下ry・二・7ジ支子.エ崩完.3占有害..............1"IAE....王荘.評発貰...............................................符王緬竺
その2r分散型電源の統合制御システムj

216 I 9月 |・最近のエネルギー政策を巡る動き |資エ庁総合政策課 浦田秀行

-産業技術環境局関係平成16年度予算要求の重点|経済産業省研究開発課 松岡建志

とその背景

217 I 10月 |・地球温暖化対策の現状とその一手段としての温|環境省 総合環境政策局 永見靖

暖化対策税について
て語通益面E晶完万長雨掃工面cci::五J;j(i雇逗1t.....1国王語遍:PJf五出..・・.................・・・・・・・・・・・・・・・・・・嵐浪瓦芙.
イニシアテイブ

218 I 11月|・リスクベースの安全の考え方 IIAE 主管研究員 氏田博士

.MITが描く原子力の未来 IIAE 専門役 楠野貞夫

219 I 12月 |・わが国のバイオマスエネルギーの現状と今後の|三菱総合研究所

見通し
.γ雇語雇3葉長:著告石 J~り干子予支逼又;従長;逼長:晶晶議.日...日...日...日...日.γ

井上貴至

220 I平成1凶6年|ト.自動車新燃料について |新日本石油 斎藤健一郎

(2004) I ーバイオマス燃料と合成燃料一
1月 1...:.百副主高石菩議荘説尚…...........................................rドヨ7自説草.....................................................j;“時彦|

221 I 2月|・家庭用燃料電池の開発動向 |東京ガス 里見知英

・エコキュートの開発動向 |電力中央研究所 斎川路之

222 I 3月 |・我が国の温暖化政策と排出量取引模擬実験の結|三菱総合研究所 伊藤一道

呆について
:・・2XF.s-ぉ二おじ平二・支萌苧二AI両i::荘芸み:e;..l二橋天平.天学院...薮護.....................................東京.見.節
の発想
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月例研究会開催状況(つづき)

回| 開催時| 発表テーマ | 発表者

223 I 4月 |平成 16年度供給計画の概要 |電気事業連合会電力技術部長 西 亨

一電力各社供給計画の集約結果一 | 

-最近の省エネルギー政策と技術の動向 |省エネルギーセンター

224 I 5月 |・欧米における分散エネルギーへの取り組みの現|テクノリサーチ研究所

状

佐藤文康

内田二郎

:万組遣部諸国じ主新 C~.;棋・希ジヌデエお叢 rï正面王官辞亮員 百有重二
新技術動向一マイクログリッドを中心としてー

225 I 6月卜燃料電池車普及に向けたインフラ整備シナリオ IIAE 主管研究員 乾昌弘

-水素の普及における安全性と課題 IIAE 主管研究員 佐藤保和

226 I 7月|・日本の電気事業制度改草ー現在の状況の紹介一|電力中央研究所 丸山真弘

-欧米での電力自由化動向 |海外電力調査会 東海邦博

227 I 8月|・ノTイオマスの全面的利用の可能性 |東京大学教授 鮫島正浩 l

木質資源との付き合い方を考えよう
-:末貰j'~:1'子ヲヌお利百五:漏・ら苛市 ...........................rコマ手五J.京万平ご・;古シヲ・ニヲデエ...............議芋克芙.

228 I 10月 卜地球温暖化対策推進大綱の改定に向けた検討状|経済産業省産業技術環境局 豊島厚二

況及び大綱関連予算について

-新エネルギー産業ピジョンー自立した持続可能|資エ庁新エネルギー対策課 寺村英信

な新エネルギー産業の発展に向けてー

229 I 11月 |・省エネルギーに向けたヒートカスケード技術の|東京農工大学助教授 秋浮淳

展開 | 

・最近の省エネルギー対策の動向 |省エネルギーセンター 佐藤文庚1
230 I 12月|・太陽光発電の導入普及動向 |新エネルギー財団 小橋正満 l

-21世紀人類のための太陽光発電 |東京農工大学大学院教授 黒川浩助

231 I平成17年ト東京工業大学21世紀COEプログラム IIAE 研究理事 松井一秋

(2005) I 一世界の持続的発展を支える革新的原子力一 | 

1月|・ 『原子力専攻』と 『国際専攻1の構想 |東京大学助教授 小佐古敏荘

幻2I 2月卜日・米・欧の水素エネルギーロードマップ比較 IIAE 主任研究員 岩淵宏之

-燃料電池用水素製造技術の開発 |東京ガス 安田勇

233 I 3月卜「変革期のLNG戦略J 大阪ガス 奥田浩二

「ピークオイルはやって来るのか?J 石油天然ガス・金属鉱物資源機構 本村真澄

幻4I 4月|平成17年度供給計画の概要 |電気事業連合会電力捌部長 西 亨

電力各社供給計画の集約結呆

-わが国における電力自由化の現状と課題 |電力中央研究所 矢島正之

235 I 5月 卜京都議定書目標達成計画と地球温暖化対策 |経済産業省環境政策課 豊島厚二

-省エネ・省C02をエネルギー需給全体「エネル|電力中央研究所 浜松照秀

ギ、ーチェーンjで考える

236 I 6月卜原子力の役割とポテンシャル IIAE 主幹研究員 氏田博士

-原子力水素の役割と効呆 |エネルギーシンクタンク 田下正宣

237 I 7月 トバイオマスへの期待と現実森林バイオマスの|岐阜県立森林文化アカデミー学長 熊崎賓

エネルギ一利用をどう進めるか
:/¥1 :t ζヌ王京}v 't'二蚕~1H忘る五最高出・・・・・・ "1 荒京支.手...五議................................................富山市ili1

幻8I 8月トエネルギー分野の技術戦略マップの検討状況 |資エ庁総合政策課 車田和也 l

(策定にあたっての考え方)
. J.京広平二・技術お詳福f:五f子五事五五度開...........四;誤首王.夫.苧.....崩義援.....................................末藤.諾横川

一社会・心理的な観点からー

239 I 10月 トスターリングエンジンの研究・開発動向 |海上技術安全研究所 平田宏一

-100kW小型貫流ボイラ発電システム |神戸製鋼所 満田正彦

240 I 11月ト環境効率指標の考え方 |産業技術総合研究所 稲葉敦

-温室効果ガス削減基準としての「ブラジル提案JIIAE 主管研究員 黒沢厚志

の動向

241 I 12月卜燃料電池の開発動向 |横浜国立大学教授 太田健一郎

「将来枠組みに関する形式的な合意」モントリ|電力中央研究所 杉山大志

オール会議 (COP/MOP1)報告
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回| 開催時

242 I平成18年

(2006) 

1月

243 1 2月

月例研究会開催状況(つづき)

発表テーマ | 発表者

. C02の貯留・隔離に関する政策的な取組み |経済産業省環境政策課 西尾匡弘

一IPCCにおける位置付けと国内外動向
γ仕ら>(1)長.単-γ福雇お耕五両丞省出............................1道万平英語完)ijf・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・夫両萎茄志.

-オーストラリア クイーンズランド州から見た|オーストラリア

日本一エネルギー資源面，特に石炭を中心とし|クイーンズランド州政府駐日代表

て
"γ; 

境保全プロジエクトの提案

安達健

244 1 3月|木材利用の環境的意義とエネルギー利用のあり|森林総合研究所 外崎真理雄

方

-自動車用燃料におけるバイオマス利用 |新日本石油 斎藤健一郎

245 1 4月 |・平成18年度供給計画の概要 |電気事業連合会電力技術部長 三浦良隆

電力各社供給計画の集約結果
.:逼翫万白百花万待説;涙反玄子二説説............................................1肖|

246配 5月|ト.電力ネツトワ一ク技術実証研究に係る総合調IIA姐E 主任研究員 壁村克樹

査電力ネットワーク技術に資する国内外技術・

施策動向と実系統適用評価に関する基礎検討ー
・5t最重:語源を京福:二;孟系，L定通i'iお菜説芸長引IA五..王在福完.員............................................袖1* ~JlI 

関する調査について

:説副電流ぶヌバ実説是正防総詞I.i括主観鎖 右辞麗
査 需要家における品質別電力供給のニーズ調

査-

247 1 6月|・「新・国家エネルギー戦略」について |資エ庁総合政策課 高橋直人

-最近の省エネルギー政策と技術の動向 |省エネルギーセンター 佐藤文康

湖 7月|・日本の束アジア・エネルギーセキュリテイ戦略|三菱総合研究所 藤井秀昭

はいかにあるべきか 期待されるアジアとのエ

ネルギーパートナーシップ
・7草笛お吉元主語…………・…………………・.l福芥逼万語(主主・・・・…………………-五百…完.

249 1 9月|・新規半導体 (SiC，GaN)のパワーエレクトロニ|産業技術総合研究所 荒井和雄

クスへの展開
長吉あ芙量三亥這記お両主11五品~...............................r量五百英語五百..............................................三面苓三

250 1 10月|・最近の原子力政策原子力部会報告を中心とし|資エ庁原子力政策課 野田耕一

て
語手五百965f1J出二お崩語 è~議実在・・・・・・・・・・・・・ ..1ÏA五主語崩発五 ------------------------------E 面支Jヨ

251 1 11月|・合成燃料ビジネス |日本ガス合成 兼子弘

-中国における石炭とコークス炉ガス利用動向 IIAE 主管研究員 橋本孝雄

252 1 凶 |・空気の熱を利用する地球温暖化対策について |ヒートポンプ・蓄熱センター 矢田部隆志

ヒートポンプ技術の活用

-バイオマスエネルギー活用の現状と今後の展開 IIAE 専門役 浅見直人

253 1平成19年|・ハイブリッド車の技術動向と将来展望ーノンプ|産業技術総合研究所 清水健一

(2007) I ラグインHEVのトレンドとプラグインHEVの可

1月 | 能性
蚕J長雨議五這記お吾友ii両fH:京6福本・・・・・・・・.T百玉三-zz-平二苧姿---------------------------EJ互信長.

254 1 2月 |・原油相場上昇の背景とその影響・展望 |三菱田Jリサーチ&コンサルテイング 芥田知至

-石油開発における採油増進技術 |石泊天然ガス・金属鉱物資源機構 岡津弘明

255 1 3月|・日本低炭素社会構築に向けた挑戦 |国立環境研究所 藤野純一

ーなぜ必要か?どうすれば実現できるのか?
.三福完暑京克五.市荒宕福:信事五五万ま菌.お平i五百.1 草福面支苧請前.............. . ........... . .................尚涙...~.

エネルギー

256 1 4月 |・平成19年度供給計画の概要 |電気事業連合会電力技術部長 三浦良隆

電力各社供給計画の集約結果
"γ: 

2お571 5月 |卜.最近の省エネルギ-政策と技術の動向 |省エネルギ一セン夕一 増田俊久

・エネルギー技術戦略2007について IIAE 主管研究員 角本輝充
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月例研究会開催状況(つづき)

回|開催時| 発表テーマ | 発表者

258 I 6月|・風力発電の電力系統への影響と対策 IIAE 主任研究員 伊藤学

-化石資源の低品位化に伴うエネルギーと化学原料↓IAE 副参事 塙雅ー

の将来動向一資源リスクと環境リスクを中心に一

259 I 7月 |・革新的実用原子力技術開発 (IVNET)提案公募事IIAE 主任研究員 三部貴之

業 |

・原子力分野における人材基盤に関する分析と課題IIAE 主管研究員 鈴木和人

別 I 9月|・水素供給インフラ整備のシナリオ |旧主管研究員 中村恒明

一水素の供給価格・技術課題等一 | 

-水素革新的技術の研究」の紹介 IIAE 副主席研究員 坂田興

261 I 10月 1. RPS下における再生可能エネルギーの普及見通し|東京大学教授 浅野浩志

-バイオマス・天然ガス・石炭などから製造する合IIAE 副主席研究員 小野崎正樹

成液体燃料の将来動向

262 11月 |・メジャーズの天然ガス戦略 |石油天然ガス・金属鉱物資源機構 岡崎淳

-太陽電池研究開発の最前線 |産業技術総合研究所 仁木栄

CIGS系太陽電池を中心として

263 12月 |・世界と日本の地熱エネルギー開発動向 |産業技術総合研究所 村岡洋文

-ブラジル提案の動向 IIAE 主管研究員 黒沢厚志

264 I平成20年|・合成燃料のLCA評価 |日本工業大学准教授 八木田浩史

(2008) 1 ・メタンハイドレート資源開発と応用技術 |産業技術総合研究所 成田英夫

1月

265 2月 -米国における国内排出権取引をめぐる動向の分析|電力中央研究所 上野貴弘

・石炭ガス化複合発電 (IGCC)実証機の運転状況|クリーンコールパワー研究所 石橋喜孝

266 3月 平成19年度エネルギー技術に関するアンケート調|旧研究理事 疋田知士

査ーエネルギー関連企業・研究機関における技術

開発動向

:....r三五万平ご;;"'f:;'i:J[i戸 iA2ぞ考王立五五'<'1議選三五万平ご総説話 遊説三
なるエネルギー・環境教育のすすめJ~エネルギ
ー・環境教育で育むStrugglefor Living (生きる力)

お7I 4月 |・平成20年度供給計画の概要一電力各社供給計画|電気事業連合会電力技術部 藤井裕二

の集約結果一 | 

・内外における電力自由化の動向と課題 |電力中央研究所 矢島正之

268 I 6月 |・最近の省エネ政策と技術動向 |省エネルギーセンター 石原明

・バイオマス利活用の評価手法 |産業技術総合研究所 美濃輪智朗

269 I 7月 |・分散型電源普及拡大に必要な配電線電圧対策につIIAE 主任研究員 浦田浩孝

いて

-原子力分野における安全解析技術と他分野への応IIAE 原子力工学センター 内藤正則

用展開

270 I 8月 |・石油開発分野における注目される国産技術 |石油天然ガス・金属鉱物資源機構 市川真
・ 7・完・:子:'~~k.五'ifJ.;'子平 )v干γF開発.'............................['右治資源開発......................................................市有菅末.

271 I 9月 |・瀬戸際にあるわが国の風力開発 IlllKARUWIND.LAB 松宮 煙

-太陽熱発電 (CSP)について IIAE 主管研究員 吉田一雄

272 I 10月 |・世界標準を獲得し得る次世代軽水炉の技術開発 IIAE 副主席研究員 笠井滋

-今後の原子力発電炉の合理的な廃止措置のあり方IIAE 主管研究員 井上隆

について 具体化する軽水炉廃止措置の実施に向

けて

273 I 11月 |・低炭素社会への転換に向けて |国立環境研究所 甲斐沼美紀子

. CCSに関する最新状況と我が国の貯留ポテンシャ|地球環境産業技術研究機構 高木正人

lレ

274 I 12月 |・最近の燃料電池政策について |資エ庁燃料電池推進室 川原誠

-CO2ω.ptureに関するJPOWERの取組み |電源開発 木村直和

275 I平成21年|・低炭素社会の実現と高温ガス炉開発の動向(電|工学院大学非常勤講師 土江保男

(2009) I 気/水素/熱利用の時代へ・・)

1 月 1": 説以前:J:抗議議子肝万福ii前五p~丞肝湖掛謀議 +貢蚕
回プロセス研究開発一
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月例研究会開催状況(つづき)

回|開催時| 発表テーマ | 発表者

2761 2月 |・大島賞最優秀賞受賞者講演 「エネルギー技術1東京大学工学部4年研究グループ
戦略の検討J 小平翼/宮地将斗

・特別講演 「岐路に立つ我が国の石油産業東京工業大学名誉教授 大島栄次

277 I 3月 |・交通分野における二酸化炭素排出削減の中長期|国立環境研究所 森口祐一

シナリオコミマ子ζヌお百逼li爆五ス.る道局i.............................1薪目玉石市....................................................者雇雇二議
278 I 4月 |・欧米における電気事業の動向~電力市場自由化か|海外電力調査会 大西健一

ら低炭素社会，電力安定供給に向けた潮流変化~
.・平面21手宣伝結tJ面広玩量三:量五五荘夜長許面"'r宜主t事業逼:答芸..官:五夜漏語長.................藤正福三
の集約結果一

279 I 5月 |・海外風力エネルギー由来の水素エネルギーシステIIAE 主任研究員 渡部朝史

ムについて

・電気自動車の最新動向 |日本自動車研究所 荻野法-

280 I 6月 |・地球温暖化防止対策とαsへの取組みについて |阻DO 横塚正俊

-石炭ガス化プロジェクトの動向と将来展望 IIAE 参事 塙雅一

281 I 7月 |・住宅用太陽光発電の稼働実績と性能確認支援制住環境計画研究所 鶴崎敬大

り組み語手面71)ニジ二-二Z嵐長お語五五五品;o;;.........r室主序..宕渓謀..............................................首友安反

(総合資源エネルギー調査会クリーンコール部会

報告概要)

2821 9月 トエネルギーセキュリティと原子力の役割 IIAE 主管研究員 氏田博士

283 1 10月 |・オーストラリアにおけるCCSの動向 (GCCSIの活|産業技術総合研究所 赤井誠

動を含めて)
:-百干Yと五ft7.J己己伝説両.........................................TiAE...語完謹事--------------------------------E邑布壬1

284 I 11月 |・中国における阻DO事業及び日本の技術普及 |阻DO 曲 暁光

・エネルギー関連人材に関する調査結果 |文部科学省科学技術政策研究所 浦島邦子

285 I 12月|・日本の波力発電の可能性“波力発電の壮大な風景"1三井造船 黒崎明

・メガワット級海流発電システムについて |エンジニアリング振興協会 梅田厚彦1
286 I平成22年トサウジアラビアと日本のパートナーシップ発展に|アラムコ・オーバーシーズ・カンパニー

(2010) 1 ついて | サード・アルカティーブ

1月 トエネルギーロードマップに関する動向 IIAE 副主席研究員 黒沢厚志

287 I 2月 |・低炭素社会に向けた蓄電技術への期待~電気自動|電力中央研究所材料科学研究所 池谷知彦

......'と.N生.百j主主L壬主立f:ご.二.........................................・』
・燃料電池の現状と山梨大学における研究開発 |山梨大学教授 小俣富男

288 I 3月 |・北米のシエールガス革命 |石油天然ガス・金属鉱物資源機構 市原路子

-地球温暖化対策中期目標の達成に向けて対策|東京大学 金子群三

と課題

289 I 4月 |・欧米諸国における電気事業の現状 |海外電力調査会 大西健一

・平成22年度供給計画の概要電力各社供給計画|電気事業連合会電力技術部長 藤井裕三

の集約結果一

290 I 5月 I.:.r..cy..:主主プ"と77葺及ι円ft主投SUTO)，境暫...13hi号無~'flj思iì1.1明秀理il-・-------------JE史主主
・スマートグリッドに関する国内外の動向 IIAE 主管研究員 徳田憲昭

291 I 6月|・天然ガスハイドレート輸送実証試験の概要 |三井造船 内田和男

. C02削減技術の普及に向けてー省エネバリアと対|電力中央研究所 永田豊

処方策ー

292 I 7月トセルロース系バイオマス燃料の開発動向 IIAE 副参事 山田富明

IIAE 参事 浅見直人

・ケミカルループ燃焼 |神奈川工科大学准教授 大庭武泰1
293 I 8月 |高性能二次電池の開発動向 |産業技術総合研究所 境哲男J

・再生可能エネルギー由来水素の長距離輸送の経済 IIAE 副参事 村田謙二

主
294 I 10月 卜圧入設備搭載C02タンカーによるシャトル輸送方|電力中央研究所 大隅多加志

式CCαs 
灯…一→夕一ツ川トと一

技術 | 
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月例研究会開催状況(つづき)

回|開催時| 発表テーマ 発表者

295 I 11月 卜高出力大容量蓄電池ギガセルの開発と利用システ|川崎重工業 堤香i幸雄
ム

:来臨断言動情説崎藤王手応平ご嗣 |縦・夫苧議議 輔副二

296 12月 卜高温太陽集熱によるソーラー水素製造技術 |新潟大学教授 児玉竜也

-新世代電気自動車 ri-MiEvJの概要と開発の背景i三菱自動車工業 橋本昌憲

297 I平成23年卜気候工学(ジオエンジニアリング)の最近の動向|電力中央研究所 杉山昌広

(2011) 卜石炭ガス化韓国の現状 |双日 牧野英一郎

l月

298 2月 -地下高温域におけるC02鉱物固定に関する研究|電力中央研究所 海江田秀志

・環境調和型製鉄プロセス技術開 (COURSE50) 新日鉄 三輪隆

299 3月 ・中国原子力発電ビジネス |東京大学 諸葛宗男

・ウラン資源の持続可能性 IIAE 参事 楠野貞夫

300 4月 ・激動の中東情勢 |元駐エジプト，イラク， UAE大使 片倉邦雄

・欧米における電気事業の現状 |海外電力調査会 大西健一
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[事業報告]

平成22年度事業報告の概要

当研究所における平成22年度事業の概要は

以下のとおり。

(1)当研究所は， Iエネルギーの未来を拓く

のは技術である」との認識の下，わが国のエ

ネルギー工学分野の中心的な調査研究機関と

して，産・学・官の緊密な連携の下，各エネ

ルギー技術分野における専門的な知見を集め，

技術的側面から総合的に調査，研究および評

価を行い成果の普及に努めてきている。

本年に入りチュニジア，エジプト等におい

て長期政権を崩壊させた中東民主化運動は，

中東地域の流動化を懸念させるもので原油価

格は高騰している O 一方，わが国では，本年3

月発生した東日本大震災により，東北地方太

平洋岸が被災し，福島第一原子力発電所では

大津波による全電源喪失に伴い炉心損傷事故

が起き，放射性物質が周辺環境に放出される

事態となり，現在も収束に向けた努力がなさ

れている。

( 2 )平成22年度において，次世代軽水炉技術

開発事業は，中間評価において開発目標が達成

される見通しがあり，囲内既設炉の代替炉およ

び国際標準炉へ的確に対応できるものになって

いると評価され，事業を継続実施することとさ

れた。また，エネルギー管理に係る国際規格

(rS050001)の本年夏の発行を目指した国内外

の審議への参加，次世代電力ネットワークの将

来像に係る研究会活動，二酸化炭素(C02)排

出量を抑制した持続可能なエネルギーシステム
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(財)エネルギー総合工学研究所

に係る調査研究事業等を実施した。さらに，大

震災を契機として，新たなパラダイムに基づく

エネルギー需給構造のあり方や，開発・普及が

促進されるべき技術課題の抽出および開発・普

及方策の検討を行う全所的な調査研究活動を開

始した。以下に各エネルギー分野における調査

研究活動を示す。

①総合的な見地からの調査研究

上述のrS050001の策定に加え，最新の技

術情報および評価を提供するエネルギー技

術情報プラットフォームの内容の充実を図

った。また，エネルギーに関する公衆の意

識およびエネルギー技術についてアンケー

ト調査を実施した。

②新エネルギー・エネルギーシステム関連

再生可能エネルギ一分野ではバイオマス

由来の液体燃料製造技術，集光型太陽熱発

電 (CSP)等に関し，電力システム分野で

は上述の次世代電力ネットワークの研究会

活動，蓄電池等に関し，水素エネルギ一分

野では海外の再生可能エネルギー由来の水

素(グリーン水素)の経済的・技術的成立

性等に関し，省エネルギ一分野では超臨界

C02ガスタービンの開発，電気製品の効率

向上に資する国際協力に関し，自動車エネ

ルギ一分野では充電システム，次世代自動

車燃料等に関し調査研究を実施した。

③化石エネルギー関連



クリーンコールテクノロジー (CCT)お

よびC02の回収・貯留 (ccs)システムに重

点を置き，ゼロエミッション石炭ガス化発

電，石炭高効率利用システムの海外展開，

C02分離・回収エネルギーが不要なケミカ

ルルーピング技術等に関し調査研究を行っ

た。

④地球環境関連

地球環境問題の解決に資するため，当研

究所の地球環境統合評価モデル (GRAPE)

を活用して石炭起源の低炭素原燃料とccs

の導入・普及のシナリオに係る調査研究を

国際共同研究として実施するとともに，省

エネルギー技術戦略の策定を実施した。

⑤原子力関連

原子力発電はエネルギー安定供給および

地球環境問題克服を図る上で他電源と比較

して固有の優位性を有しているが，大震災

を踏まえ，さらに高い水準の安全を確保す

ることが要請されている。次世代軽水炉技

術開発を中核機関として実施してきたが，

この開発は，世界最高水準の安全性を目指

しており大震災で発生した事象への対策に

も寄与すると考えられる。また，将来の草

新的原子炉である第4世代炉開発の困際共

同研究へ参画した。原子力開発利用推進上，

不可欠な高レベル放射性廃棄物処分につい

ては，地層処分に係る自主基準の検討等安

全確保に資する調査研究を実施し，また，

国が実施する原子力技術基盤強化や人材育

成に係る業務の支援を行った。さらに，高

速増殖炉および軽水炉の事故時における炉

内の事象を把握することに資する安全解析，

原子力発電施設の廃止措置等に係る調査研

究を実施した。

( 3 )近年，当研究所を巡る経営環境には厳し

いものがあり，年度当初には新政権による公

益法人等の事業のあり方の見直しがあったが，

-80一

当研究所は，安定的かつ透明性を有する経営

であることを示すとともに，さらなる改善を

目指し諸活動を実施した。さらに，公益法人

は期限内に新しい法人形態を選択し移行する

ことが要請されており，当研究所は，円滑な

移行を目指し準備作業を開始した。
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研究所のうごき
(平成23年 4 月 2 日 ~7 月 1 日)

O 第81回理事会
日時:6月14日(火) 11:00~12:00 

場所:経団連会館 (5階)501号室

議題:

第一号議案

第二号議案

第三号議案

第四号議案

第五号議案

。月例研究会

平成22年度事業計画および決算報

告書(案)について

理事の一部変更について

評議員の委嘱について

公益法人制度改革への対応につい

て

その他

第300回月例研究会

日時:4月22日(金) 14:00~ 16:00 
場所:航空会館5階501・502会議室

テーマ:

1.激動の中東情勢ーマグマの背景・政権の構

造・革命成就の条件

(元駐エジプト，イラク， UAE大使， 21世紀イ

スラーム研究会代表幹事片倉邦雄氏)

2.欧米諸国における電気事業の現状

(側海外電力調査会調査部副主任研究員

大西健一氏)

第301回月例研究会

日時:5月27日(金) 14:00~ 16:00 
場所:航空会館5階501・502会議室

テーマ:

1.海外再生可能エネルギーの大陸間輸送技術

の経済性評価

((財〉エネルギー総合工学晴究所プロジェクト試

験研究部主任研究員石本祐樹)

2. CO2制約に向けた世界協調のあり方の検討

(側エネルギー総合工学相究所プロジ、エクト試

験研究部兼原子力工学センター主管

研究員都筑和泰，プロジェクト試験研究

部部長副主席研究員黒沢厚志)

第302回月例研究会

日時:6月24日(金) 14:00~ 16:00 

場所:航空会館5階501・502会議室

テーマ:

1.東日本大震災を踏まえた囲内エネルギー需

給構造のあり方に関する検討(中間報告)

((賜エネルギー総合工学研郷庁ポスト311戦略検

討チーム(報告者:森山亮，都筑和泰))

2.特別アナウンス「エネルギーマネジメント

国際規格IS050001に関わる普及促進活動につ

いてj
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((防エネルギー総合工学研究所プロジェクト

試験研究部主管研究員後藤信之)

O 外部発表

[講演]

発表者:徳田 雪奪回

テーマ:HVDCの動向

発表先:東京工業大学 APS研究会
日時:5月23日

発表者:黒沢厚志

テーマ:Low CO2 Energy portfolio in Japan 

発表先:The 36th Intemational Technical Conference 

on Clean Coal & Fuel Systems (Clearwater 

Cl巴anCoal Conferenc巴)

日時:6月8日

発表者:小野崎正樹

テーマ:ゼロエミッション石炭火力技術とその普

及
発表先:CCTワークショップ2011(JCOAL主催)

日時:6月29日

発表者:蓮池 宏.小川紀一郎.東京工業大壁 1

名.熱技術開発欄 2名

テーマ:超臨界CO2クローズドサイクルガスターピ

ンの開発第四報ベンチスケール装置

による運転試験結果一

発表先:第39回日本ガスタービン学会定期講演会

日時:7 月 6 日 ~7 日

[寄稿]

発表者:村田謙二

テーマ:大規模風力水素による低炭素社会 アン

モニアを水素輸送キャリアとする場合

発表先:燃料電池 Vo1.10 No.4 2011 

日時:5月9日

発表者:坂田輿

テーマ:巻頭言

発表先:水素エネルギー協会誌

日時:6月30日

O 人事異動

06月1日付
(異動)

金子裕子

06月15日付
(兼務)

佐藤憲一

原子力工学センター主任研究員:プ

ロジェクト試験研究部主任研究員

常務理事兼事務局長兼総務部長:

エネルギー国際標準 (ISO)センタ

一長兼務



岡村秀彦 業務部長:エネルギ一国際標準

(ISO)センター兼務

坪井仁 経理部副部長兼総務部:エネルギ

ー国際標準 (ISO)センター兼務

池田郁子 総務部主任研究員兼業務部兼企画

部:エネルギ一国際標準 (ISO)

センター兼務

丸山尚子 業務部主任研究員兼総務部兼プロ

ジェクト試験研究部:エネルギー

国際標準 (ISO)センター兼務

横尾友美 業務部研究員兼企画部兼総務部兼

プロジェクト試験研究部:エネル

ギー国際標準 (ISO)センター兼務

鎌田光雄 事務局付嘱託研究員兼原子力工学

センター:エネルギ一国際標準

(ISO)センター副参事兼原子力工

学センター

06月29日付
(出向解除)

塩谷達也 原子力工学センター主任研究員

06月30日付
(出向解除)

坪内俊博 プロジェクト試験研究部主任研究員

(出向採用)

高浪祐明 原子力工学センター主任研究員

07月1日付
(出向採用)

星場康志 プロジェクト試験研究部主任研究員
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編集後記

東日本大震災から 4カ月が経過した。

取敢えずの対策が，様々な状況において

難渋しているのは，未曾有の災害であっ

たことを思えば，仕方の無いことなのか

もしれないが 3万人に及ぶと言われる

死亡・行方不明者，ならびに今なお苦し

んでいる被災者のことを思えば胸がつぶ

れる。

そんな中，自動車産業の土日操業が報

じられているO 経産省が電気事業法に基

づく電力使用制限を実施することに対応

するもので，週日を休業する代わりに，

需給が緩和する土日に操業する。極めて

明解なピークシフト策であり，国の指導

があったにせよ，早急に電力危機への対

応を決定した自動車メーカーに敬意を表

したい。意気の上がらないニュースが多

い中，久し振りに希望を持たせるニュー

スであった。 80万人の従業員の協力があ

ってこそであり，また保育園も土日に子

供を預かるという対応を取りつつあると

聞く。

ここに示された柔軟性は，これからの

日本が，震災を乗り越え更に昨今の停滞

を脱していくに当って，極めて重要な示

唆になるのではないか。自動車メーカ

ーには，電力使用制限下少しでも生産

レベルの低下を食い止めようとする企

業ニーズがあったにせよ，この非常事

態に一肌脱ごうとする気概があったに

違いない。見事に，広く社会の電力需

給緩和に貢献することとなった。

今回のピークシフトの動きは，今日

の電力非常事態のみならず，今後需給

が緩和した後も有効であり続けるかも

しれない。部分最適にこだわらず，よ

り広い範囲の，且つより長期の適正化

をイメージして，さらに杜会との調和

に考慮を払うことの大事さが，あらた

めて認識されたケースになったのでは

ないか。もちろん，電力供給能力向上

の重要性が薄れるわけではない。自動

車業界をはじめとして震災時の生産落

込みを取り戻そうとする産業は数多く，

週7日操業となったら，言うまでも無く

ピークシフトは効かない。原子力を含

めて，発電能力の回復が，復興のキー

になるのは間違いない。
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